


第 4章 公的年金制度の安定性の分析 〈給付水準、保険料水準及び積立水準〉

1.給付水準

公的午金制度の安定性を検証するに当た り、まず、「給付水準が急激に引き下げられる

おそれや、老後の基本的部分を支えられなくなるおそれのないこと」とい う得l点から、

給付水準の分析を行 うこととする。

厚生イli金 及び国民イli金 では、「保険料水準を先に決め、マクロ経済スライ ドで給付水4t

を調イ

“

することに、kり 財政の均衡を保つ方式」(保険料水準 |「1定方式)で、共済イF金では、

「給付がり:だ liイ 11全 υ)給付設 !:|・ に準拠する形で先に決まり、サ|イ
・
政の均衡を1カtつ よう必要な

角t険料率が後か :)定 よる方式」 (給付先決めノブ式)でサ1イ
・
政見通 しが作成さオしているt,共済

年金の給 fヽ 1‐ がサ:F/liイ li金 に準拠 し、り:Fノ liイ li金 と同 一の ′ヽク |:1経 済スライ ドを適り||す ること

となっているた〆)、 彼りll者・イll金 ||りl度 の給 f、1水 準は、りIF`|:イ llttυ )サ |オ政に大きく影イ半されて

いる。

|,Fノ liィ lt金 の給付水準の|^旨標 として |.1、 標ツ|1的 なイlittυ )サ ,「 得代林'率
tが り||い に,れ′、 と後ノ

|:

活υ)り 1に 本的部分を支える給 fヽ1水 準をf珀 :|キtす るため、こυ),サ
iイ |1代替率が年金を受け取 り始

め夕 |、T点 (65歳 )で 50(/)を ll国 る 1)υ )と されている。そこで、給 fヽ l水準をみるにル)た り、

リサi(キ ll代 林率でlil′ 1111す ることとする.

①所得代替率の将来見通 し

1`4成 21イ |:財政検 Iilli・ サ|イ
‐
政 llilil´ ち年札

li場こにおける編 1劇 り支υ)|り i`l}代 本トヰiυ )1子 k tti亜 しは、1文 |

表 /lll及 び図人 11-2に示 したとお りでル)ろ て,

サIFノ liィト金υ,オ ;「
ツ
I:白勺イrイ liく、グ)|サ iイキ|イ に本トリ率il i、 2()10イ li度 に 62.3(/)で ル)る 1)σ )が 、 ‐イクlf糸准

済スライ ドにてたる給 fヽ 1‐ 水ツ|り ,|′ 1動 |,月幣にてkり 徐々にlltド し、2038イ li度 に 5().1`/)と なる )也

込みである(,以降 |■糸f)(ヽ1水 4な の調イ

“

が行われないため、ナリ「得代替'ネ
1は 50.1(/)の klに よ∫「移

することとなり、り1(本 ケー スの ||||サ亡どお り||た 移 した場 合には、所得代林′率iは り1に 4tと なる

50(/)を llll:|る 見す△̀み とオだっている,,

一 リブ、 共済イli金 は、2010イ F度に1可 共済 5R.2%、 1也 共済 56.7ツ )、 ″、学共済 57.9ツ)で あ

る 1)の が徐々に抵 ドし、2038イ 11度以降、1可 共済 48.1ツ )、 l也 共済 47.(y)、 ″、学共済 17.1ツ )

にオrる ()″ )と )と 込 lkオし、 サ'Fノ |:ィ 11く、とノ`ラレルに|イt移司
~る

t, ここで、 りt済 各|lllり 吏のサ
'F得

代

替率がサ:F/liイ li金 と,11な っているのは、

・共済年金σ)標準的なイ11金額に |`よ 職城湘
`分

が含まれていること

・サリ「得代替率をち|:|||す る際に各々の制度の現役り」r‐ の｀
14均

「
取 り年収を



用いていること

の 2つの要因によるものである。職 l或部分を除いた厚生年金相当部分の給付に限定 し、

所得代林率を算出する際のイ
111又 をそろえれば、全制度とも全 くFlじ所得代替率になる。

そこで、以下で給付水準を評価する際には、代表として厚生年金の所イ11=代替率でみて

いくことにする。

各制度の標準的なイli金 のり

'i得

代替率の将来見通 し

(1沼 表412)各 制度 1/9標 4t的 な午金の,り i得代林率υ)将 k)と通 し
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②マクロ経済スライドのスライド調整率等の将来見通し

マクロ経済スライ ドによる給付水準の調整は、財政の均衡が図られるまでの一定刃l間 、

スライ ド
`J‖

4脅 率でイ
|ヨ金の改定率を抑制することにより行われる。 ここで用いられるスラ

イ ド調整率は、「公的年金の全被保険者数の減少率の実績 (3年平均 )」 と「平均余命の

延び率を勘案 して設定した一定率 (0.3%)」 との合計で設定される。

今 1屯 |の 財政検1lLに おける公的イll金 被Йt険者数の将来見通 しにり:に づいたマクロ経済スラ

イ ドのスライ ドIJ対 1“ 率は、図表 4-13、 4-14の とお りである。 1文1夫 4-1-3に は、参考の

たy)に、 lifll111υ );財 政 llilil‐ サ:1に おけるスライ ドI調 整′率ζもイリ「記している。

(|× |ノ(4-1-13) マクロ糸雄済ス‐/イ ドのスライ ド調イ

“
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(図 表 牛 1/1)マ クロ経済スライ ドのスライ ド調整率の見通 し
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マクI」 経済スライ ドによる給イヽ1・ 水準 lJ‖イ喜は、スライ ド甫‖1“率を1旨標 として行われるが、

・賃金水準や物 1‖ i水 準がlltド した場合には、糸f)付水準調 1籠 を行わないこと

。it金水準や物111水準が llケ |‐ した場合で 1)、 機 1戒的にスライドlJ尋幣率を適り!|

するとイlitt σ)改定率がマイナスとなる場合は、イlittυ )7111額 をり|き ドげることは し

ないこと

とされてお り、ここに示 したスライ ド|]‖イ

“

率がすべてそのまま適用されるわけではない.

また、2105イ ll度 の積 、ア度合がち にうど 1と なるように、給付水準IJ鵡 1雀終 rイ |:度 υ)ス ライ

ド・調イ

“

■:を 調イ務している、,し たがって、例え |ボリ:(41ケ ー スによういては、2012イ li度 に糸f)イ|

水準調イ済が |;‖ 力台さオし、 報|り‖比 1//11部 分が 2019イ li度 に、 基礎イli全 部分が 203Rイ |り 1に I;月整が

・(,4‐



終了する見込みであり、それ以降のスライ ド調整率は適用 されないことになる。

スライ ド調整率そのものの数値は、給付水準調整が行われる見込みの 2012年度から

2038年度までの 1出]でみると、-0.8%～ -2.0%程度の水準 となっている。

こうした給付水準調整による給付の抑制効果は、スライ ド調整率そのものではなく、

実際に適用 される実効のスライ ドi]月 1湾率を累積することで測ることができるが、それは

見方を変えると、マクロ経済スライ ドを織 り込んで算出されている所得代替率の変化の

度 合いをみることと「1じ になる。実際には、基礎年金部分 と欄llll比 例部分のl調 1“ 終了年

度が )1な るため、各人が受け取る年金でみると、各々のり1に 礎イ
「

全部分 と報lllll比 例湘
`分

の

割 合に力ぎじて夕il制 効男tが違つてくるが、ここではイに人として標準的なイllttσ )テ J「 ill代 |卜率t

の変化の度合いをみることで、給付の11ll制 効果を把握することとする。

図人 415は 、2009年度のλ,「 得代朴率を 1()0と した場合の指数を示 した 1)の である6

り「得代本卜'率
ζのよ旨数 |、よ、20()9イ ll度 の 10()か ら徐々に低下していき、糸f)f「ヽ水準瀾整が終了り

~

る 2038イ F度に約 81と なる )と 込みであるて,サ IFイ
11イ li ttυ )標 ツlt的 なイli金 でみると、マクロ経

済スライ ドの糸|li tttと して、最終的には給付が約 21争1抑 |1調 される見込みでル)る ことがわか

る。

(1文 1表 1-1-5)20()∫タイlitt1/9所 イ|卜 代本卜率を 100と した場合υ)指数

‐
(:5‐



③前回との比較

j_t礎年金部分 と報酬比例部分のマクロ経済スライ ドは、前回の財政再計算ではともに

2023年度に終了 したが、今回の只イ
・
政検証 。員オ政再計算では基礎年金部分が 2038年度、

報 lllll比 例部分が 2019年度 と終了年度が異なってお り、所得代替率そのものをみるだけで

は前回からの変化を捉えるのが難しい。そこで、給付水準を前回と比較するにあた り、

厚生年金において、〕T得代替率の分子 となる 「標準的な年金」を 「り1【 礎イ11全部分 (夫婦

二人のり,撻礎年金 )」 と「報llllll比例淑
`分

(夫の報llllll比 例年金)」 に分け、各々を所得代替率

の分母 となる 「現役 (男 子)の平均手取 り午収 (月 額換 tli)」 で除 した率を作成 し、分析

‐
l~る ことと

~l~る
 (IXI表 4-1-6)。

厚生イli金 の所得代本卜率は、 |)打 IHIのサ|イ

・
政 i!j,:ト サli時点では 2001イ 11度 に 59.3%と なってい

た t,υ )が 、マクロ経済スライ ドの実施により 2010イ 11'虻 では 56.8%ま で低下する見込み

となっていたて,しか し、物 1‖ iや 賃金の下落によリマクロ経済スライ ドが実施されていな

いことに力||え 、テ

'F律

|イ に替率を算出する際の 1`4均 イ|:収 が |)有 ||:|に 比べ下がつていることから、

今 1111の サ材
・
政検漁|:においては 2010イ 11度 の サ:得代林率は 62.|ヽ

(/)と
、 |)打 ll可 にルLべ 5.rl,1く イ́ン

ト|「Iい水準となっている.」 it礎 イli金 湘
`多

〉と僣illllllltt1/yll出

`分

の内l,(を みると、り1に 石地午全部分

で 1.1ラ lで イン ト、 ‖支|り11七 1/yll離

`分

で 1.0ラt(イ ン トlfiく なっている。

1`4成 21イ li財政検 liliに おけるリサi得 代替率をみると、2012イ il度 にマクロ経済スライ ドが

|サ‖始される見込みであるため、2011イ litti資 では1'iイキ}代本トキ:が 変化せず、2()12イ li度 以降に

り!:礎 年金湘
`分

、 報lllllltt1//1部 分σ́)率 が共に減少 していくて)マ クII経 済スライ ドυ)終 rイ li度

が、りi鰭 礎イli金 部分 2038イ li度 、報1馴11ヒ 例湘
`分

2019イ li度 とサ1[な っているため、スライ ドIJ‖

なり明ドll179長 さを反1映 して、J蔵 終的には、り,ヽ礎イ|:全 部分が 2010イ li度 ||キ /、1と ルL・
くて 9.8ポイ

ン トυ
'低

下、 ‖支lllllカ ヒ1//11部 分が 2.2オ イヾン トυ)lltド とオrっ て才うり、 慎(llllll比例湘;分 に士レミて

りit礎 イli金 出
`分

の低下lllllliが 大きくなっている。

前|口 |と 比較すると、マ クト1経済スライ ドによるスライ ドIJ月 1“率 |′ 1体が少 r化の進展で

大きくなつていることを反 |1央 して、リリi得代林率の |)毎 ll:|と のり千iは 2012イ 1度以降若 |・総i小 し、

2019イ ll度 に|■ 5.3ポイン トとなる ,し かし報lllllll比イ列許|`分 のマクロ経済スライ ドが |1打 |;Jよ

りl:Lく 終了するため、2019イ li度以降このブf:が |ル〔大 し、2022イ 11度 には 5.7ポ イン トに達 し

ている。 2024 イli度 以降において|:1、  |lfjl:rl lま 'マ
′クロ糸卜済スライ トが子j',オ しイrい のに対 し、

今 |口 |は り!ヽ礎イ11金淑
`分

でυ)マ クロ経済スライ ドが続 くため、2o38イト度まで所得代替率のり千:

は急速に縮小 し、2038イ li度 では差は-0.1ポイン トと前卜:|と 所得代替率とはぼ同水準と

な′)て いる。



(図表 41-6)厚生年企の所得代替率の平成 16年財政再計算 との比較
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2.保険料水準

次に、給付先決め方式である共済午金について、「保険料率が急激に引き上げられるお

それや、負担が過大なものとなるおそれのないこと」 とい う観点から、保険料水準の分

析を行 う。なお、共済午金 との比較のため、保 1倹料水準固定方式である厚生年金 と国民

イli金について も参考としてみていく。

図表 42-1は、平成 21∠ li員イ政検証・りけ政再 |:+3れ にり!ヽ′15く 各制度の働t険お|(率)について、

最終保険料 (率 )及びそのが1達イF度等をまとめた t)の でル)る 。

最終保険料 (率 )は、厚 rlニ
イ

|二 金が 林.3γ )、 1可 共済+地 共済が 19.8%)、 私学共済が 19.1(/)、

1可 ltイ li金 が 16,900111(｀ 14成 16イ 11度夕|:格 )と 見込まれてお り、そのが1達年度は、サ'F`11年

金及び 1可 itイ ll金 2017イ li度 、1可 共済+1也 共済 2023イ li度 、私学 共済 2030イ li度 となっている.

最終 f力tl倹お1率は、 共済年金が厚ノ
liィ li金 より高い水準になってお り、また、 |)年 |‖ lυ )サけ政 ll∫

li[算 に比べ、1可 共済十地共済は 1.0%)(li有 IHI:f責 、ア度 合 lσ )場 合で 1ド .S(/))、 〃、学 共済は

0.97)(lill;・ |:18.5%)_llケ |‐ しているが、いずれυ)||メ1度 において t)過 大な負11:と はなって

いない モ,υ )と なえる.

また、毎イ
llυ )り ||〕 げ喘11については、彼り|1計 イlt金 が各制度 と ()毎 イl10.351(/)、 1可 民イli金

は角1イ ト280111(｀陶′kl(;イ「 度111i格 )と イrっ ている、,どυ〉|1薔 度 1)チ llイ liノ ト亥Jノハにり|き llげ てい

く|:「 ‖11であ り、保険料 (率 )が急激にり|き 11げ |,れ る状況にはな′っていない.
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3.積立水準

積立金は、その運用収入により、保険料率の上昇や給付水準の低下を初lえ る効果があ

る。また、期 |‖ ]は 限 られるが、積立金を取 り崩すことにより、同様の効果が得 られる。

このため、私立金の水準は、年金財政の安定性を確保する上で非常に重要である。仮に

積立金の水準がlltけ れば、保険料水準Pl定方・ tで ある厚生年金の場合は、「給イヽl水準が急

激に引き下げられるおそれや老後のり:撻本的剤
`分

を支えられなくなるおそれのない」とい

う観点から、給付先決め方式である共済年金の場合は、「保険お1率が急激に引き上げられ

るおそれや
`tll lが

,邑 太な 1)の となるおそれがない」とい うiりl点からみて、安定性が低い

ことになる。ここでは、横立水準について検 :計 |:す る。

①積立比率の将来見通 じ

積立i´ヒ′キ
'と

は、 |1打
イ11度 末に |力t有り

~る
f占 アヽ金が、実質的な支 ||lυ )う ち |′ ||1有 で川意 しなけ

れ ||だ ならない分 (=|力t険半:|:tlllに よって |イ iう 占|`分 )の何イli分 に111型 1-ケ るかを表すサ|イ
・
政 |^旨

夕「
~CIら

るで,

fJiヾ五士レ半iの 1子 来見通 しをみると(|シ1人 ′1-31、 ‐132)、 2()10イ li度 には、サIFノ liィ li金が 1.1)、

|11民 年金が ,1.6で
`0)る

1/9に 外|し 、|11サ t済 十地共済が 9.1(|11サ t済が 6.3、 1也 共済が 1().1)、

〃、学共済が 9.2で あり、共済イli金 のは 、ア比率がかなり高くなっているィ,

各|1川 度 (ヒ 1)、 2035イ li度 か「,2()わ 0イ 11度 111を ビー クにllt lヽ

｀
する )色 込み とイrつ ているが、

|、午に″、学共済で11ビ‐―ク||、午υ)fJi立 比 ,半 iが 1:3 JJと リト||:に |「れ 水ヽ準にイrつ て才3り 、そこから

一気に急 llt iヽ

‐
することとなる。 11七 終的には、21()5イ 11度 で、サ:Fノ |:ィ li金 1.2、 |11共 済十地りt

済 1.3、 私学共済 2.0、 1呵 民イll金 2.3と なることが見込 .kれ るで,

こυ)よ うなf責 、ア比率υ)llt下 は、今||:|の 財政検 I議 |:・ ;財 政 ll「 lil‐ ら11で 各|1月 度 ともに 21()5イ lt度

の横 アヽ度合が 1(共済イ11金 は 1以上)になる ,kう にサ|イ 政見通 しを作成 していることによ

る 1)の でル)る 。



(図表 43-1)積立比率の将来見通 し
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②積立金の運用収入分及び取崩 し分の料率換算

横立金の効果をみるために、積立金の運用収入分 と取jЛ し分を保険料率に換算 してみ

ることとする(,た だ し、[可民午金については、保険料 (平成 16年度創i格)に換算したも

ので表記することとする。

まず、村i、ア金の運用1又入分の料率換算の1子 来見通 しをみると(隊1表 牛 3-3、 ←36)、 元

となるf黄 ウ:金 の 1‐1た 移を反映 し、各 |IJ度 と1)2050イ li代 町1を ピー クとした山
`11の

り形状になっ

ている.ビー ク||、午で、り'だ 11年 金で 6.9(/)、 1可 共済+1也 共済で 9.6(/)、 私学共済で 12.9%、

1可 民イli金で 6,11)2111と 、大き/kti力t険料半iσ )1軽 減効果が兇込まれる.

次に、ffi、ア金υ)llkチカ|し 分の料率換サ1lυ )1子 来)也 通 しをみると(1文1表 ■ 3-`1、 136)、 1`1″ j

厚生イ11金 と|11共 済十地共済がイ∵ltfri、ア金をllitり す力|す状況にル)る が、その後しばらくの ||ll

l■ 各|1川 ,1と ()取ナル|し υ)な い状態でオ|「 移司
―
る ,fli立 金υ)llitl力 |し |.ま 、″、学共済は 2059イ 11度 か

ら、サlFノ |:ィ li金 と1可 1(イ li金 lit 2066イ li度 か「)、 |11り t済 十地 共済は 2067イ li度 か :,順次始「たり、

特に″、学 共済と1可 共済十1也 共済で大きくlll′ JIIす る,,21()5イ li度 では、サ'F生 イ11金 が ′|.8(/,、

|11'そ 汚年十1也 りt済が 7.6ツ )、 私′`
14り tヵ午が (;.1)(/)、  |!11(イ liく がヽ 2,877111と /tっ て才Sり 、 fJi、レ:くヽ

υ)取 jル |し う)で 1カt険本1'ネ lυ )11ケ|が |サllえ_ら オt′ ていろ、,

‐kた 、 f占 立金1/9運川収人分とサ1支 崩 し分を合算 して積 立令

`、

体υ)効 果をみると(測 人

4-3-馬 )、 各制度 (ヒ 1)かなり1脅iい .キ iと な/)て お り、 ″、́r共済では 12ツ )を ′超え_る 1人 態が1(く

続 く状みことなっている.,llKに fri立 金を|力tイ「していなければ、 ここに/1tし た率の分だけさ

'｀

りに1呆険料′辛1を llげ る (7∵ しくl tttf)イ lヽ水 4た を 卜
・
|ド る)′∠、1要 が

`',り
、 各|1川 リセと ()f責 、ア金に

よる保膨ヨ:|イ |の軽減効舛tが かなり大きいことがわかる(1キt険 11・ 水準を夕llえ る (I111定する)

‐ノブでル)る 程度 1/9給 イヽ1水 41を 1維:保するために、fJi、ア金が大きな役:申 |を 果た している.
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(図表 牛33)運用収入分の料率換算
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(図表 4-35)積立金の取崩 し分・運用収入分の料率換算
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③総合費用率と保険料率の関係

総合費用率は、横立金及びその運用収入がない場合の賦課保険料率に相当することか

ら、保険料率 と比較することで、横立金による保険料率の軽減効果を把 |ナ1で きる。すな

わち、保険料率が総合費用率を下回つている剖
`分

が、〃i立金の効果で保険料率を軽減 し

ている部分 となる。

各制度についてみると(図 表 437)、 厚生年金では 2010年度代後半まで及び 2030年

度代後半以降において保険料率が総合費リロ率を下回つてお り、ピーク時では 7.4%の 保

険料″率tが 軽減 されている.い1共済+l也 共済では、一 rtし て |キt険料率が総 合費りll率を下回

つてお り、ピーク時の軽減効果は 9.8%でル)る .″、学共済では、2010イ it度 代後
｀
|た まで及

び 20/10年度 1了〔以降において保険料率が総合費り|1率 を下1日 |っ てお り、ビーク時の軽減効果

|ま 13.4ツ )~ぐ ル)る 。

||ム ::ト リ切||11の 後
｀

|′

tは 111当 fi:度 の f力tl倹料・'半
iが 軽減 さオしろ1り0)こ にで

')る

が、 各|1月 度 ともイ11度 を

追 うにつれ、運り|1収 人で員イiう 部分が減 り、横 、ア金の取崩 しに、kり 費イiう 方 1占 |に シフ トして

いくことがわかる。 共済イ11金 は、サIFrliイ ll金 に比べ、現イli t/D横 、ア水準の高さを反 |1央 して、

横立金による保 r尖 料率の1囃減効果が 大きく、特に私学共済では、将米的に急lllす る総合

費用率の_卜

'「

分を高い水4t υ)械 たヾ金に、kる 運用ll又人や取 |ル |し の効場こで員イiい 、結果的に他

制度 とはば 1司 等σ)1カtl食料 '半
i水準に抑える1古造となっている1,

|111(イ li金 には 1り‖準報lllllと い う11比念がなく、彼用
｀
静イlt金 |1川 度の `1う な総合費用率を求め

ることができないことから、実質的な支||l1/Dう ち |′ |||け でサ1イ
・
汐|(を サ|1意 し/k・ けれ 11でな「,な い

分 (=総 合費用率の分 rでル)る 「実 7〔的 /k・ 支 |||― 111サ :li。 公経済負1111)を 保険お|に換 tγ
'「

し、その換算額 (以 ド「総合費り||の 1カtl資料換 )liJと い う.,)と 保険料を比1咬することによ

り、積立金に、kる |力t険料の1囁減効果をみることとする。なお、この総合費用の |キt険お1換

算は、積 立金及びそυ)運用収入がない1場 合の賦課 f力t険料に栂!当 する()

γL:「実質的 /k・ 支出一国力li・ 公経済負111」 (名 |]額 )/保 F灸 |:[収 人 (71「 1額 )

×イレtF`ミ || (ヽ 14ルt i6イ 14り 虻111な各)

として、イll会 保障審議会年金数ノ|!部 会において1111iれ た。

1颯 民イ11金における総合費用の保険お1換算と偽t険 1年I(いずれ ()｀ 14成 16イ li度価格)の 1川 係

をみると(図 表 卜3-8)、 当初は保険お|が総合費用の物t険 料換算とはぼ同水準であるが、

2020イ |:度代か F)2030イ il度 代り1に は保険料の ソプが高い状態で||た移する。そυ)後 は lliび 保

険お|の ププが低い1人 態が糸売き、 ビ
′
―ク|||チ で約 6,100111の 保1倹お|が中トカ:支 されている(,
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(図表 牛37)総合費用率と保険料率の1月係

<厚生年企 >

じ(}f]()   2()(11)

|「 |り :力年+1lLり t,斉

75‐
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(%) <私学共済>
35

5,0()0

」():0        」()」

`)       
」()|`0        」01()       :」 {)10        」()(I()       :」 ()T()       」()ヽ ()       2()1)0

(図 表 4-38)総合費用υ)1暴険料換算と偽t険料の1判係 (｀ 14成 16イ lt度価格 )

く 1可 1(年 金

2020 ::{)50
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平成 21年財政検証・財政再計算で収支均衡を図っている 2105年度までの期 |11に おい

ては、上記のように積立金による運用収入や取崩 しの効果で保険料率を抑えることがで

きるが、それ以後のサ切間において積立金の積 アヽ割合が低下することになれば、不責立金に
よる保険料率の中卜減効果がそれほどり切待できないたり、保険料の引上げゃ給付水準の引
下げ等の措置をi体 じなければ、収支の均衡を1沼れないことになる.牛、卜に、 |)年同のり材

‐
政 ||「

li「 算と比1咬すると、総合費用率の L昇 ほどは保険お1率が引き上げられてお え,ず、横立企
の役|り|が 1曽 大 していることに1ノィ意する必要がある。

(隊 |ノ●卜3-9)総合費メ|1率 と,t険本‖→率の比較
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4.年金の財源と給付の内訳

①制度間の比較

公的年金 lllll度 の午金給付は、将来の保険料収入、国庫・公経済負担及び積立金から得

られる財源 鰯 i立金のlll崩 し及び運用収入)な どにより賄われることになる。各制度の

財政検 f正・財政 1与 計 11においては、これ らの収支見通 しを作成することにより員イ
・
政の均

後iを シ|っ ているが、財政状況をより詳 しく把握するために、各制度の年金の財源 と給付

の内 |フくをみる。

図表 1-.11は、平成 21年サ!イ
・
J rC検 証・ ;|‐政ギ「計3)に りitづ く各|1川 度の年金の財源 と給付の

内訳を、運用和||口 |り による一時金換算、すなわち運り|1和1回 りを|∵Jり 1率 とした現 lllliで 示 し

た ものである。
'[体

的には、今後 95イ ltllll(i14成 2111財政検漁E・ 財 J支 II∫ ::十 算において財

政の均衡り切|11と された 2105イ |三度まで)にわたる毎イlitt1/Dイ li金給付の内 |,く と、それを財iう

りlイ

・
汐ξである毎イ11度 グ)保険‖宇}|1又 人、|'1カ li・ 公糸益済負111及 び fザiサ 金か ら

`|)嗜

,ブ しるサ|イ

・
力11と を、

づ
~べ

て現 ||キ点 (基 4tilキ 点=平成 21イ li度 末)グ)額に運り|!不 ||ll:|り で換算し、それ らを不Jiみ上

げることにより、一 |||ま 金換サli(「 I)11‖ i」 )で 示している。 したがって、イド金の,‖

‐
力ltと 給付

の内 :沢 がそオしぞオし現 ||キズ、1の 不ri立 金に換サliし てどオしだけグ)大 きさに相当するかが|じ |サ1:で き、

将来のサけ政状況が集約された 1)の となっているt,

ここで、 糸含イ寸|よついては、 今後支 1ブ、われることにオゞる将 丼(げ )糸f)イ |ヽイセを、 こオしまでυ,1カt

険料拠 |||に 対応する給付 (｀ 14成 21イ li度 以 |1行 のi邑 去リリ|||||に 係る分)と 今後の 1カtl倹料1処 |||に

対応する給イヽ1・ (｀ 14成 22イ |り七以降1/9将 来期||11に 係る分)の 2うに |ス:分 し、さらにそれぞれ

を
'1螂

楚イli金 多)(り ltl礎 イF金 1処日1金 t/2現 1111)と 2階 。3ロキ湘
`分

に分けて人′Jtし ている。また、

)H・源である1可サ|li・ 公経済 (1111に ついて 1)、 給付と「1様の みえ方に `kり 、過去りUII11に係る

`)と

将来りυlll11に 係る分に区ラ〉している(:な お、ここで|1121()5イ li度 までのサtオル|(と 糸合イヽ1・ を月
‐

象としているため、財源の中には 2105イ 11度 |11「 点において保有する千ずi立金 (おおむね 1イ li

分の給付の現伸li)分は含まれていないぃ
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厚生年金 国共済+地共済 私学共済 国民年 金

財 1660 280.1 25.5 220
1呆 1資 お| 1190 196.7 18.6 90
f藁 立全か らイllら れ る

'イ

ル:: 1′10 ′16.7 3.4 10
可ルli・ 公経済 負111 330 36.7 3.6 120

過 _li期 |||1分 190 21.2 2.1 60
1子

'(サ

切|||1分 140 15. 5 1.5 50

1660 280.1 25.5 220
i触 去 rll llll分 830 1713.1 13 9 120

2昨午・ 3‖キ出
`分

460 131。 3 9.0
九t,力 |さ イli`ヽ ラ) 370 =12.1 4.2

11( lll llllう ) 8130 106.7 12.3 100
2 FIキ 。3111サ 1午|;分 550 75.7 9.′ 1

り
t苺 石堪イ11(,′ ,) 270 31.0 2.9

(図表 ←牛1)財源 と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の比較

|11)Lい 性時 111ま 14,た 21イ 111セ |{で ←)ィ )。 (il・ l■ ttll門 力ll可 ′ゎt21`11't,'■
'テ

、1,lt!‖ ‖|う )|1 平,た 22'|:り 1,'障 ,,ご
`t,る .)

i卜 2り |ヽ it`「 11交 fl`|′之ひ :u切 |プ十サ11に Lり ‖fi l,114)ilイ lマヤを所,い て 1ヽ出 し ,い う。

1113)",11イ 11 4ti′ )「 21t.3‖1部
'テ

J lltは、 2‖十枷:'〉 でふる.

ikず 、各公的イ
1主金制度の財源の内I沢 を見ると (1劇 人 .l一′11)、 1可 民イli金 において 1可 力li・

公経済負111の割 合が大きくなっているr)1可 力li・ 公経済

`tl‐

1を 除いて |力t険 ||と fri立 金の中

でffi立 金の占ν)る :111合 をみると、l'F′ 11年 金とl11民 qt金は 10(/,|1打 後で
`ヤ

)る のに対して、「11

共済卜J也 りt済 は 19%、 ″、学 共済は 15ツ )と 高くなってお り、共済イli金 の ;tイ

‐
政運営において

f貞 ウ金υ)′占:′
J・ が大きいことが示さオしていろ。

次に、糸f)で iヽυ )|り寸訳を見ると、り'Fr11イ li4、 と″、学りt済 |11過 去サリ|||ll分 が 5()(/)F::度 でル)る のに

対して、11litイ 11金 で |■ 55(/)、 111共 済11也 共済では 62(/)と 成熟化が進んでいることが /1Nさ

オしているt,

なお、参 そTkで に、各制jtの イ11金 の貝イ
^源

と給付の内訳を図に したものを、図表 .142

～ 1文 |プ(ri_.16と して′Jそ しておく。

‐
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(図表 牛ケ 2)

厚生年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

― 平成2可 年財政検襲、基本ケース ー

平成21年 度末                            平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年 度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率10%、 運用拳1回 り41%としている。

注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している、

(IXI表 ′14-3)

国共済+地共済の財源と給付の内訳 (運用利Inllり による換算 )

一 平成21年財政再計算 一

L鉤 躍鯉賑鑑饉盤饗冨:般冨LJ
財  源

源財

平成21年 度末

注1)長期r・」な(平成32(2020)年 度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率 1

注2)基礎年金交付金及び追加費用により賄われる給付費を除いて算出している。

平成21年度末

0%、 運用和1回 り4 10/● としている。

保 険 料  1,190兆 円

TI'饉奮富穏λ濾鳥縦17

過去期間に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期rHnに 係る分
(平 成21年度以前)1 330兆 円 |(平 成22年度以降)

190メじ円  うち受管すダ1        140メじ円

過去期間に係る分
(平 成21年度以前)

830メじ用

2階部分    460兆 円
基礎年金分   370兆 円

うち受給者分
430'ヒ円

2階部分    250兆 円

基礎年金分   180兆 円

将来期間に係る分
(平成22年度以降)

830メヒ円

2階部分    550兆円
基礎年金分  270兆円

給  付

過去期間に係る分
(平 成21年度以前 )

1734メヒ円

2階・3階部分 131 3兆円

基礎年金分  421兆 円

将来期間に係る分
(平 成22年度以降 )

1067兆円

2階・3階部分  757兆 円
基礎年金分  310兆 円

掛 金 収 入  1967兆 円

過去期御に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期間に係る分
呼瞥雪鰐

mL‐翠田 呼瞥霞購
陶

‐
8()‐



(図表 牛牛 4)

保 険 料   90兆 円

うち督層琶号義み翼
円に8の鋼

積立金から得られる財源   10兆 円
(積立金の取り崩じ及び運用収入)

躙 駐編 喝 調 躙 舞脇
60兆円

うち受給者分

30兆円

50兆円

平成21年 度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率2

注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

私学共済の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

― 平成21年財政再計算 一

魂麟総頸 鶴燿肥震あ

付給

平成21年 度末 平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率1 0%、 運用利回り41%としている。
注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

(1図 ノ(′ 14-5)
国民年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算)

一 平成21年財政検証、基本ケース ー

に        劃

給  付
「W満 ¬

平成21年度末

50/●、物価上昇率1 0%、 運用利回り41%としている.,

過去期間に係る分
(平 成21年度以前)

132兆 円

2階・3階部分 90兆 円
基礎年金分  42兆 円

将来期間に係る分
(平 成22年 度以降)

123兆円

2階・3階部分  94兆 円
基礎年金分  29兆 円

掛金収入   186兆 円

積立金から得られる財源   3.4兆円

(積立金の取り崩し及び運用収入)

過■神鴫に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期間に係る分
(平成21年庫以前)1 36兆 円 |(平 成22年度以降)

2 1兆 円       1       1 5'J百

財  源

過去期間に係る分
(平 成21年度以前 )

120兆円

将来期間に係る分
(平 成22年度以降)

100兆 円

うち受給者分
60メヒ円
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(図表 4-4-6)

基礎年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

一 平成21年財政検gIE、 基本ケース ー

今後、95年間(2105年 度まで)にわたる基礎年金の財源と給付の内訳を
で現在(平成21年度)の価格に換算して一時金で表示したもの

翻 93銚円 鰹歴鷹菫話:党周
共済年金  80兆 円

拠 出 金 収 入
(保険料等負担相当分 )

国民年金 100兆円

450兆円 厚生年金 320兆 円

共済年金 40兆円

過去期間に係る分 拠 出 金 収 入   111来 期間に係る分
(平成21年 度以前)|    (国 庫負拒相当分 )    |(平 成22年度以降

270兆円 国民年金 120兆円 1 210兆円

うち受48者分
47Or&Pl Ftrrjt 3z0rbn

130'面石  1       
共済年金 40兆綱

平成21年度末                            平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率10%、 運IIlttlllDり 41%と している。

源

過去期間に係る分
(平成21年度以前)

530メ

`円

うち受給者分
260メヒ円

11来期rllll_係 る分
(平 成22年度以降 )

400メじ円
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②前回の平成 16年財政再計算との比較

財源 と給付の内訳は、各年度における保険料、給付費等を現在価lLEに 引き戻 して加え

た ものとなっている。前日の貝オ政再計算 ||、卜における只オ源 と給付の内訳では 2005年度から

2099年度 (共済年金は 2100年度)ま での合 ,汁 を計算してお り、今回は 5年十111ずれて 2010

年度から 2104年度 (共済年金は 2105年度)ま でとなっている。また、計算のりI(準 |1寺点

1)、 前日は平成 16イ 11度 末でル)る のに対 し、今回は平成 21年度木と5年 1轟 |ずれている。

したがつて、前 1呵 の財政 II∫ 計算時の数111と 比較するに際 しては、ll有 |1可 の数値を平成 21年

度末|1寺点σ)数 111に 変換 した上で名|1伸 li格 のずれを1ヲ月1“するとと1)に 、合計対象とする午

度をそろえて比較することとした中 こグ),kう な比較を行 うことで、 11打 ||||か |)徊 :IIへ 、有

限均 f拠iの対象とするりUIIIIIを 5イ lillll後 ろにず らした際に、どのような状況で財秒|:と 給 f、lの

バランスが保たれたのか、その変化を分イリFする、,

IIJitイ li金 において li打 |::lυ )数 111と の比較を行った (っ のが図人 十′17である。給付とサlイ 源

はつ り合って■〕り、給 fヽ}合 lil・
σ)う 夕)1呆険料収入と111サ ll:。 公経済負111で 足りないう)を fri立

金か :lズ ll′ ,オ しろサ|イ ルi:で 1イ iっ ている構 1文|に なっていろて,

|〕 打ll:|の サ|イ
・
政 ||チ III・ り11で |た 、2()()5イ li度 ～2()()1)イ ll度 が経過 した後υ)20()1)イ li度 相 |、午点では、

:l(り jυ )f責 、ア金υ)う ナリ8.7兆 111が 利り||口 ∫fiヒ サ|イ
‐
汐|((サ |イ J女均衡リリ||l11の 糸f)イ

、1を |イ iう たν)υ )サ |イ

‐
汐itと

して今後利り||さ オじるfJiヽア金)と して//L・ る )と 込みとなっていたぃ しか し、実 1筑 にヽは 9。 (う 兆

lilσ )fJi立 くヽが不||サ
|サ

I Il能 サ|イ勅|(と し~Cケ
比′りて才jり 、 2()0!)イ liリ セ木||、午ズ、1で 0.1)り Llllサ |イ

・政が r々lレ :し

た状態になっている.,

2()10イ 11度 ～201)9イ li度 でII、 マ クロ経済スライ ドυ)サリ|||11を 延1こ した効 ,こや実7[的 な運用

利 |口 |り をり|き llげた効果等で、り1に 礎イli 4)拠 ||1金 が 22.3ツ )、 60.2兆 円減つている ()の C/9、

1処 ||1金 の力̀
支
を反1映 して |:1サ |li負 111カ 2ヽ1.1)(/,、 32.4ジ

`|ll力

,支 少、 イカtl倹お|()21.0(/)、 28.3兆 IIl

れ支ノ1/N― l~る /こ め、 不Ji、ア4)を サtイ ル|:と し
―
(1イ iわ なけれ|ツrら オrいう)が 0.6り

`llll中

|り JII― l^る こてヒと

なる.,

20()9イ li度 までと 2()l()イ li度 ～2()91)イ ll度 をあオ月lて、2099イ liり 虻末に 0.3兆 11に)不 llサ ロ¬J・ 能

サtイ
‐
源を残せる状況とな/)て お り、その分が今「|lσ ))け政検 liliで 新たに加わった 2100イ li度 ～

210`1イ li度 のサUIIIllに
'ど

、1贋 となる 0.3兆 円のサ|イ

‐
源 となっている。

‐
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(図表 ケ47)国民年金の財源 と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の

平成 16年財政再計3)と の比較
(111位 :兆 円)

イli`,及 メl湘:会 liに るlF li卜 1「1〔 `t,る

tt llf:‖ |メ |ユ 11:、  ヽ
141,'21イ「
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|く  (2001)`「 りtl() 

‐
〔1',″3,

11礎 イド
/1・・′た付金に

'り

‖イiわ れ る糸fI I、 1マヤを除 tヽ 〔年〉|||し てい
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サ,Fノ |メ ll金 において 11釘 |:Jグ )数値との比較を行った 1)の が1劇 ノ(448で ある。
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‐
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いる.
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の
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兆円増加 している。また、墓礎年金拠出金は、基礎年金のマクロ経済スライ ド期 ||]を 延

長 した効果や実質的な運用利回 りを引き上げた効果等で、6.4%、 ′13.0兆 円減少するこ

ととなる。一方、保険料は実質的な連りIJ利 回 りの上昇で減少するが、直近における彼保

険者の増力|1等 の影響で 1.1%、 13.0兆 円の減少にとどまる。全体として、この||]に積立

金を貝イ
・
源 として員イiわ なければならない分は 6.5兆 lη 減少 し、サ財

‐
政が好転することとなる。

2009年度までと 2010年 度～2099イ li度 をあわせて、2099イ 11度 末に ,1.2兆円の利∫1111・ 能

財源を残せる状況 と/kNつ てお り、その分が 2100イ■度～2104イ li度 に必要な 4.2兆 円のサけ

ルilと イrっ ている(,
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国共済+地共済において前回の数 1に との比較を行つたものが図表 449で ある。

前回の財政再計算では、2009年度末時点で積立金の うち 45.2兆円が利用可能財源 と

して残る /RL込み となっていた。しかし、実際には ,16.7兆 円の積立金が利り|1可能財源 とし

て残つてお り、1.5兆 円財政が好転 している。
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平成 16イ |:貝イ
・
政再計算との比1咬

(Iitイ 立 :り L11)

10()5イ トリt        2010イ |:′t        」101f「 ′責

3001)イ lilt         ti(〕 0イ
「

j1         21()5イ
「

サ0

1台 fヽ 1

合liト

'14′ ti(,イ「
ll政 |:「「 |い

、
141人 」1イ

「
け J々 11お「算

29.7        29(ヽ .8

27(ヽ .7          3.1

326.4

280.1

2・ (311Y

Iイ ド分′)

lriィ
、17:

.14)丈
111`||

鶴1政「∫「「筆

｀
「 り,ktl`|:

口|メ |々り 計算

つ

″ 6          215.3

2().1.I (ヽ

2136.9

207.0

1鴫

`雄

イ
「 41

拠出金

｀
|′ ,,文 1('`|:

lll J々 |'「 市l il

1`4ゎk」 lイ |:

財政 lt「 III車

8.1      81.5

723

Sl,.(ヽ

73. 1

1 14,,ぃ 11(「

‖オ源  l ul崚 再「11)

合 計  | 、
141茂 ■ ィ

|:

l lll政 11「 計 ll

21).7        29(ヽ .8

276.7       3.1

:326. 1

280. 1

IItレ il:|

川(ヘ

1`4,,'111イ 11

:11政 ll薔 |い

ヤ′k21(「

“

1政 ltr言「算

22.(ヽ         210.7

11)`|.7       2.0

2313. 1

卜)(う .7

l lll l,li・

クヽお1,,1
(′111い )

l`i lサ tヽl(1イ ||

ulJセ |:「 言1静

1`41た 21`「

ul政 11メ「|い

:      l().ヽ リ

36.3 () l

０^

　

　

【ｒ

ｌ

　

　

６

千妻ヽ

'41カ
「ヽ,

得「,オ lろ

11111,||

`|`,t itiイ
||

ll l政 lli言 1碑

141,ly 2 1イ「
口1政 li「「 |い

1.0     15.2

45.8 1 ()

19.1

1{う .7

イ
li 41'″ k,lllキ|`′:li lt′ 1)lli詰「1ド:Lt'1/3

1峰
il`:‖ |′11111、  1`4ルt21イ |:度 |((2001メ |:lt iく ) ((tら

'3
1億 礎イ:'金 交fl令 及び追加イt J11に 1:|夕

“

子1わ オtジ3結 (、 1費 イrF,い て

'「

||||

2001)イ liリ セ
'( 1 2100イ

liサ t'( 1 2105イ liリ セ,(

1責 ′ヾ

`|(|||'‖l,r千
iヒ |ll ll,:1)

,14′ jt i 6イ li

uす ll・/ll∫ ″|サ)

,14,丈 」lイ
「

“

ナJ々 it il[

り
一
　
　
　
一ィ

５

　

　

６

0.0:

1.01     0.0

8(;



2010年度～2100年度では、実質的な運用利回 りは上げたものの、報1鼎1比例部分のマク

ロ経済スライ ドのり切||り を短縮 したこと等の影響で、2・ 3階部分の給付費は 5.1%、 10.9

兆円減少 している。また、り:に礎イ浮金拠 ||1金 は、り!(礎 年金のマクロ経済スライ ドリ切||」 を延

長 した効果や実質的な運用利回 りを引き上げた効果等で、11.3%、 9.2兆 円減少する。

一方、保険料は最終保険料率を引き上げた効果はあるものの、実質的な運川利回 りの上

ナ|で 7.6%)、 16.1兆 1零 の力文少となっている。 全体として、この||11に 不ずi立金をサ|イ

・
力i(と して

員イiわ なければイrら オoい う)が 0.6兆 llJよ )|力 ||づ
~る

こととイrる (,

2()09イ lt度 までと 2()10イ li度 ～210()イ lt度 をあわせて、2100イ ト度末に 1.0兆 111の 利用 ll∫能

;lイ

・
力:tを 残せる1人′兄とな′,て お り、そυ)分が 21()1イ |:度 ～21()5イ li′虻に

`と

、要な l.0兆 l11の サ財
・

力|(と なっている.,

私学 共済において li打 IHl υ)数 111と υ)比較を行った 1)グ )が図表′卜11()で ル)る .

||lill:lυ );1イ 政 ll∫ liト リ|:で |に 、 2009イ li度 相 |、午メ|、tで friヾ五

`、

グ)ぅ
‐
ら3.2ツ

`|||が

不||サ ||)ll‐ f虐 ;1イ

‐
ル|:(ヒ し

て残る見込みでル)っ たⅢ実1筑ヨ,3.1兆 lllの 積 、ア金が利り|l llI能 サ|イ
‐
ル|(と して残//て お り、0.1

りLlll lll力 ||し ている1.

2()10イ li度 ～21()0イ li度 で|.1、 実ワ[泊勺な運り|1和 |IHIり |`k11げた 1)の 1/9、 報|り‖比 1列 出
`分

のマク

ロ経済スライ ドのサリ|||||を 短縮 したこと等のキl夕 響で、 2・ I〕 階 11∫ 分の給付費は 3.2ツ )、 0.6

兆 lllげ )減少に
`ヒ

ど .た っている(′ lに た、 り1に礎イ
1主 金拠 ||1金 |,1、 り:ヽ 礎イli金 のマ クlf糸准済 スライ

ドリリ||lllを 延 1こ した効,tゃ実ワ〔的な運用利 |口 |り をり|き llげた効果等で、 11.5ツ )、 l。 2兆 lll

減少 しているt,リブ、保険料は、∫|を 終保険料率を引き 11げた効果や ||'[近 における彼保険

者
‐υ)ilりЛI等υ)影響 11`0)る 1)υ )υ )実質的な運り|1利 IHIり υ)「 ケ「で 6.2ツ )、 1.2兆 lllの 減少 (ヒ な

つている。 (ヽ 体として、この||11に 不J:ヽア金をサlイ
‐
汐1(と して1イ iわ なければな↓bな い分はllと ん

ど卜Jじ
~で

(0)る .,

200()イ li度「kで と2()10イ li度 ～21()0イ li度 をあわせて o.I兆 円υ)サ |オ政約余枠ヽができてお り、

21()1イ ll度 ～21()5イ llサ 質に必、要な 0.|兆 円を川り)て いる.,

2()09イ ll度 `に でと 2010イ ll度 ～2100イ ll度 をあわせて、21()0イ ll度 末に 0.1兆 lllυ )不lltt H∫ 能

サけ力|(を 残せる状′兄となって才5り 、そυ)分が 21()1イ li度 ～21()5イ li度 に4∠ 要ヽな 0.l兆 円の;材
・

み|(と なf)て いる.,
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(図表 ←←10)私学共済の財源 と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の

平成 16年財政再計31iと の比較

年 1,及理部会による推計 1「1で `|)る .
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③有限均衡方式への懸念について

前回の財政再計算から、財政計画において約 100年間の有限均衡方式が導入された。

通常の年金数理では永久均衡を収支均衡の条件 と考えてお り、前回の年金数理部会の報

告 il事でも

「年全数J咀的な iりl点 からは、今回の永久均衡方式で使用 した J!鮭 礎数、基礎率などがその

まま推移するとして、今後 5年ごとにイ「限均衡方式で将来見通 しの作成や財政再 1計算が

行われていくとすると、給付水準や l走終偽t険 料率が見 il:[さ れて今回計3γ した永久均衡方

式での数値に近づき、最終的には今回の永久 J勾子縫i方式の下での結果よりもlltい給付水準

や 1高 いJ止終保1倹お|'半 iに なることが考えられる(,」

と懸念を人|り ]し たところでル)る 。

今回のサИ
・
政検証・只イ

・
政 llJ~lil・ 算では、前日の均衡対象り切||llの 後に 5年 ||‖ を追珈|し て、り|す

政言「
"11を

作成 している。 もちろんこの 5年 ||11に おいて各公的年金制度は横 、ア金な しでは

赤fliと なるが、その額はり'F生 イF金において も 4兆円程 1憶 (現 1‖ i)と なってぃる。 5イ lillJ

で・1兆円とい うん1模 は、15()兆 円の不ri立金でみれば魚′イ110.6(/)rl:度 の運川利 |,1り に相1当 し

てお り、引き続 き今後のサlイ
‐
J文 :i平 111iに おいて |マイ意する必要がある。
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5.デュレーション

厚生年金、国民年金においては将来の保険料 (率)が法律で定められてお り、年金財

政における将来の収支均衡が図れるよう、マクロ経済スライ ドにより給付を調整するこ

ととなる。 しかし給付水準は国民の老後における生活水準に直結する問題であり、一定

の水準を維持 していく必要がある。 このため、将来の年金財政を安定的に維持 していく

ためには、 fメi立金の効率的な運月1に よる資産所得を確保 していくこともIF要 である。

①資産運用におけるデュレーション

実際の資産運り||に おいては、1可 債等のlJi券 運用が :11′ とヽになっている。 (J:券 の金利は通

常)げ1イ ール ドであり、短期 |ず 1(1り も長 1明 イリ1の 金利 1/9方 が高い。 リーマンショック以降で

も景気後退の I:夕 響があり、先進 :iた 1呵 においては短期金利がゼロ近辺に据え |″:かれている

中で、長すり14ゝ利はttドする局 :ni t))と られる 1)の の一定υ)水 準は保ってお り、順イール ド

の状況は変わつていないⅢ

lメ i券運り||は 1)1時点のキャッシュを1子 たのキ‐Yツ シユフ II― に1レ i換することでル)り 、順

イール ドであれば、キャッシュフローを、kり 1(;り ||1号 先に1シ :換することで、′l〔 り多くσ)金

利をイ||る ことができる。そこで、 :り↓イ|:か らキャッシ
=・

フローが発ノ
liする||、午点までノ)り切||ll

をデ・・ レーションとし、デュレーションと金本||の 1則係を示 した 1,υ )が |ズ1人 ■5-1で ある。

債券υ)運用期 1間 の 1`4j勺的な金利がイール ドでル)る が、現時点での1子 来の想定金利であ

るフォワー ドσ)金本11()示 したぃ 15イ 11か「,20イ li先 ではフォソー ドσ)金千111`12()10イ lillキ 点で

13(/)弱 であ り、イール ドと比較するとか /k・ り高いことが示されている.フ ォワー ドの金

利はそのデュレーションで |ザ 1券運用を行った場合υ)｀ 14均 的な金利を示している。公的イ
11

金の給付は長期にわたる t,υ )であり、成熟 fヒ の途 11に ある場合には特に給付費の発ノ
liま

での期 |‖ |が 長く、デュレーションも1こ くなる。 こυ)た め、金利|を 11′ 1‖ iす る際には、イー

ル ド金利1ではなく、将来の想定金和lで ル)る フォワー ド金利で評嬌‖iす ることが適りjで ル)る (i

また、図表 45-「 Cは 、2()10イ liにおける ||々 の金利の標準備1,1:1)示 している。ti券運

′||における リスクは、金利ヴ)変動にデュレーションとリスク:/F容幅を乗じて li「 算するこ

とができる。デュ レーションが長くなるほど金利は 11昇するが、 リス クキ,大 きくなって

いくことを確 i想
―
l~る ことができる。

‐
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(図表 451)国 債のデ ュレーシ ョンと金利の関係 (2010年 。年間平均 )

IIN FE
)vJ lE)
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|ル件偏りf111キ 1枚 iFI(′ )も ノ)｀ 1=t,り 、 リス ケllア :l サ lン 士許
′
′ド1111‖ f′ )1+|(1ス

111〕 てい
'3。

Fl:′″ドiLI‖ ltみ 11(l l l lli‖ t,)4j″ }り ||‖ 1)501)で し,る 、1lI I件 角11'I:〈ノ)1611・ ・・倍としている。

②年金の財政見通しにおけるデュレーション

年企サ|イ
‐
政において llk、 給付等の発ノ|:す る時 ;り |が 決をkっ ているため、キャッシュフロー

を先送 りすることは不 ||∫能でル)る (,し たが′ダc、 f占 アヽ金υ)効率的な運り||を IXIっ ていくた

めに 1)、 イli金サ‖
・
政におけるキー、′ッシュフローを分析する必要がある(,

イli全 数り|り1`会 では、将来のイli金 ,材
‐
J/Kυ)「文出額」を 「連川!1又人を除く1又 人符1」 とf責 立

′金を活用 して員イiう べき 「純支出」に分け、各々のデュレーションをちli出 した。 ここで算

|||し た年金サ財
・
政における支 lll、 収入 (運用収入を除く)、 純支出のデ

=・
レーションは、各々

のキャッシュフローが発生する1た でのサリ|||llを 、そのキャッシュフローの現イl:1‖ illl(現 1‖ i)

で加 it｀ 14均 した ものでル)り 、キ‐、′ッシュフローの発ノ
L,上 でυ)平均期||||を 意味する.なお、

1又 人・支出は11金ゃ 4勿 111iに ,kり 変動するため、金利が上ケl_す る際に賃金や物 111i()ilケルす

る傾向がル,る ことをそ慮すれば、実際にはここで算 |IJし たデュレーションより短 くなる

可能 |プ |:が ル)る ことに|マイ意する.∠、要がある。



図表 牛52は、各々のキャッシュフローの現価の累積構成割合の見通 しと、デュレー

ションを示 したものである。

2010年度から2105年度までの 96年 ||り において支出のり11‖の累積が 5制に達するのは、

厚生年金、国民年金 と国共済+地共済では 2035年度訂1後 であるのに対 して、私学共済で

は 2040イ li度 であり、支出のデュレーションも厚生イ
「

金 31.5年、国民年企 30.8年 、国共

済+j也共済 29.9イ liに対 して、私学共済は 33.9年 と長 くなっている。一方、運用1又入を除

く収入り↓価をみると、どの制度も2030年度から35`11度 の||llに 累f貞が 5割 に達 してお り、

デュレーションも厚
`liイ

|二企 29.5午、IJ民年金 29.7イ |二 、1呵 共済+地共済 28.1イ li、 私学共

済 29.8イ 11と 30年弱となっている。

積立金の運用llt人や場合によっては取 りj山 しで貰イiう べき純支出 (=文出一連りl11又 人を

除 く収入)をみると、現価の累積が 5割 に達するのはl'F`|:イ |=金、 1可 itイ ll金 と私学共済が

206()イ li度 から 65イ |三度 となっているのに対して、 llJ:り t済■地共済は 2050イ li度 であり、純

支出のデュレーション ()'F生 イ11金 53.4イ li、 1叫 i(イ li金 55.7イ li、 私学共済 61.0イ 11に対 して、

1可 共済 +j=鷹 りt済 は 39.5イ 11と なつてお り、1叫 共済十地共済が他制度に比べ短く/k・ っている()

(1劇 表 4-52)公的イll金 各制度υ)支 |||、 運用収入を除く収人、和L支 111の

り↓伸li 1/D蜂tf責 構成割合とデュレーション
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第 5章 公的年金制度の安定性の分析 〈前提を変更 した場合の影響〉

1.前提の変更

財政検証・貝イ
・
政再計算では、将来の保険料収入や給付費を推計するために、社会 。経

済状況に関 して 1つの前提をおいている。社会・経済状況が変われば、年金財政にも影

響が及ぶ。将来の人 口の動向は保険料1反入に影響を与え、死亡率の変化は給付費に影響

を与える。また、給付費は物御i上 ケみ率やtt金上昇率などの経済指標の変動からも影響を

受け、保険料収入は、賃金上昇率か らも影響を受ける。運用利回 りのI設 定の違いによっ

て運用1又入の見通 しも変わってくる。

イlt金 財政の安定性をみるために、サ|イ
‐
政 1与 計算で用いられた |1有 提を変更した場合、どの

ような影#十がどのfl度σ)大 きさで起きるのか、感度分析を行 うことが il要 である(,|)打提
の変更は以下の①～①の場 合について行い、その下で財政見通 しを作成 し、 li釘 提の変更
の影イ半を分イリ「した。

①出生の動向が変動 した場合

各制度 と 1)、 彼1呆 険 計数1/p見通 しには日立社会仙t障 。人 口|‖ 1題イ〃1究〃iに `kる 「[J本の

1子 来́1イ「iil・ 人「1(♪ 14サ Jえ 18イ |二 12り」)」 の IIJfセ
||た ,il‐ をりllい ているヵゞ、 この千ヽわ りに

(1)||1生 ifl位 ・タビ亡中位の将来Jイ「I:1人 口をり||い た場合(「出生高位」)

(2)|||ノ li低位 。死亡中位の1子 来|イ「I;|・ 人口を月|いた場合(「 ||!`lillt位 J)
の 2通 りで,|イ llt見通 しを作成することとし、その影響をみた。

(1)を 「出生 |1覇 l1/」 といい、 (2)を I HI`|:低 位」 とい うことにする ,

②死亡の動向が変動 した場合

各|1訓 度 と 1)、 イli金 受給 κ
‐
の死亡失確率等の )́也 通 しにはIJ立 rl:会 |力t障 。人 ||||ll題イツ「究刀T

に ,kる 「「1本の1子 来|イ食lil・ 人口 (｀ 14サ ,え 18イ 1112月 )」 の1出 生 'キ
i・ 死亡率共に中位1イ「1:卜 をりlに礎

にしているが、 このイヽわりに

(1)出

`li中

位 。死亡高位の将来|イ「計人口を被保険者
・
数の見通 しに利月]し 、老齢イli金受給

者の人 |″ 率等の改善をこのケースのタビ亡率の改 iキ を反 |1央 した場合(「 タビ亡高位」)

(2)|||′ LIII位・タビ亡低位の将プ(||「 lil‐ 人||を 彼保険 者数の見通 しに利りllし 、と齢年金受糸合

任の失権率等の改善をこのケース1/9死 亡率σ)改 iキ を反映 した場合 (「死亡低位J)
の 2通 りでサ|イ・政見通 しを作成することとし、その影響をみたて,

(1)を 「死亡 |:'1位 Jと いい、 (2)を 「タビ亡llt位 」ということにする。

‐
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③経済的要素 (賃金上昇率、運用利回 り等)が変動 した場合

経済前提は、社会保障審議会年金部会に設置された経済前提専 |‖]委員会において、専

門的 。技術的な事項について行われた検討結果の報告 (平成 20年 11月 )に基づいて設

定されたものであり、平成 32(2020)年度以降、物価i上昇率 1.0%、 賃金上昇率 2.5%、

運用利回 り4.1%を 前提 として各市J度 とも経済中位の推計を行っている。この代わりに

(1)平成 32(2020)年 度以降、物側i上 テ1‐率 1.0%、 賃金上昇率 2.9%、 運用利
「

|り 4.2%、

としたケース (「経済高位」)

(2)平成 32(2020)年 度以降、物価上昇率 1.Oγ )、 tt‐金上昇率 2.1%、 運用利 |「 Jり 3.97)、

としたケース (「 経済低位J)

の 2通 りで財政見通 しを作成することとし、その七l多響を r/Aた 。

(1)を 「経済高位」といい、 (2)を 「経済llt位」とい うことにする。平成 31(2019)年 度

以前 1)含めた、具体的な経済的要素υ)数値は図夫卜11に
'Jt‐

夕とお りでル)る (,

(図 人 5-1-1)経済的要素のケースごとの設定数
『

:

||()1()

」011

201」

!0113

2()11

2()11

13016

lo17

101ド

2019
)201リ

④出生の動向と経済的要素が同時に変動 した場合

||1生 、死亡、経済的要素それぞれについて、 1月 連が強いとい う傾向が存イ1:し ないため

各要素が|,1時 に変動1~る 場 合 1)検 Iiヽ してお く:と、要がル)る 。ケー スの利lみ 合わせは様々に

な /Jこ とから、ここでは特に7L IJさ れる、出生 と経済的要素の 2つ について、|:1時 に変

動するケースとして

(1)出 イ11については 「ユ|′ |:高 位」グ)ケース、経済的要素については 「経済高位」のケー

ス (「 ||1/1:高 位、糸卜済 1'1イ立」)

(2)||1生 については 「||1/li低 位」σ)ケース、経済的要素については 「経済llt位」のケ

ース (「 ||1/li低 位、経済低位」)

|ド ィil“ t位
'
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のケースを検討 してお り、この 2通 りで財政見通 しを作成することとし、その影響をみ

た。

(1)を 「出生 1島位、経済高位」といい、(2)を 「出生低位、経済低位」とい うことにする。

これ らの前提を変更 した場合、各制度の只イ
・
政には、保険料収入や給付費の変動などの

様々な形で影響が表れることとなるが、財政の均衡を保つための仕組みが、厚生イ11金・

国民イ11企 と共済イ
「 金 とでは Il[な っている。

厚生年金・国民午金では、保険料水準「 1定方式の下でマクロ経済スライ ドによって給

付水準の調 1さ を子Jlう が、共済イli金 ではサ'F生 イ11金 と同一のスライ ド調J“率をlil― サUI IIIIに 対

して適用 した上で、域終 f力t険料率の調 1“ を行うこととなる。

したがって、 li有 提を変更 した場合の影群は、サ:F`liイ |:金 で 111最終的な給付水準に、共済

イ
|ユ 金では給 fヽ 1‐ 水準及び最終保険お1率に柴約 されることとなる。

l、二生イli企 は、保r灸本1・水準 |「1定方式に ,kり 、 fキt険本1・率の変更を行わずに給付水準を調J“

することに、にって、り財政の均衡を|力tつ こととしている。イF金サ|イ・政の安定1'|:に関して、 |1打

提の変更に ,kっ て給付水準 (1'F`|)代 本卜率)が どの `上 うに変 |ヒするのかをみる必要がある(,

糸f)イ Jヽ・ ノ|く 準は、マクロ経済スライ ドによってスー/イ ド
｀
IJ‖ 性が行われるりり||||||||lk低 下し続

ける。 ,り
j得代替率その 1)の は |1対 ′七によって )ヽ なるが、スライ ドIJ月 1“ の率・サリ|||||と 1)各 |1劇

度同 一でル)る ので、,サ iイ |1代替率1旨 4女 (2()()1)イ ll度 =1()())|、二IⅢに、1惨 |サ 性による,上 いはノ
liじ ない。

そこで給付水準υ)夕 llil月 効果をみるために、厚
`liイ

li ttυ ),サ i得代本卜率でli平 111iす るこ
`ヒ

とする。

なお、厚 /liイ
11金 では、次すり|サ 1イ

‐
政検 I;iF`ヒ でに1サ テ子|)代 |卜 率が 50%)を ドLIIる と)と 込まれる場

合には、糸含fヽ 1水 ill υ)調 1籠 の糸冬rに ついて検 li、 1司
~る

と法子ILで 定め「)れ ているが、 こげ)ん↓定

にかかわらず機1戒的に、マクロ経済スライ ドに ,1っ て給付水 lllの
IJ‖ 性を続行したとして

ナリ:得 代替率を::「 り|:し ているので、|)ttt1/2変 更内容によつては、所徹l代替率 50ツ )を 下lgる

場合が出てきている。

共済イli金 では、ル↓泊:夕 1'生 イ
|三 金と|,1様 に令iイ li度 0.354%J・つ保険オS卜率1が り|き 11げ らブして

いる。出生率等の |1打提が変 更された場合、この毎イli度 の保険お1率 のり|き 上げ晰1は 変更せ

ずに、1没 終保険|:1率 の水準 とり|セ 終 |力tr灸料率に

`'1達

する||、同り|を 変更して、2105年 度でイF度

初jの f責立金が支出υ)1年分程度残るサけJ/11il・ |||!iを 作成することとした。 したがって |1有 提の

変更に、kる キ|タ イ十は、共済イli金 の場合J渋終保険本:1率でli平 1‖ iす ることとなるt,

1)5



2.被保険者数・受給者数の変化

図表 5-2-1、 5-22は、被保険者数 と受給者数について、出生率 と死亡率のそれぞれを

変更 した場合の試算を表 したものである。それぞれの前提について、各年度の基本ケー

スの値を 100と した ときの指数を表 している。

①被保険者数

出生高位・出生低位における基本ケースとの1[離をみると、私学共済は他制度に比べ、

乖離が |ILく から発生し乖離鶯liが 大きくなつている。私学共済では学齢対象人口を彼保険

什推 :il・ に用いるため出生の変動の影響をうけやすいためであると衿えられる.ま た、タビ

亡高位・死亡低位におけるりl撻 本ケースとの1「離度は各‖iJ度 とt)小 さくなっている (隊 1表

5-2-1)。

(隊1表 5-2-1)前提を変 にした場 合の彼 |力t険 者
・
数 (九t本 ケースを 100と した指数 )
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②受給者数

被保険者数が将

'(的

に受給者に変わるため、受給者数についても被保険者数と[]様 に、

出/1高位・出生低f立 におけるり1(本 ケースとの1「離が私学共済で他制度に比べ大きくなっ

ている。また、死亡高位・タビ亡低位におけるり1鮭本ケー不との乖離度は各制度とも彼保険

者数の場合、よリモ)大 きくなっている。これは死亡率の改善がよリイ11齢の高いた
.1に

強く|11

ているためでル)る とみえられる (図 表 5-22)。

(1劇 表5-22)|1打提を変更した場合の受給計数 (り 1に 本ケースを 100と した指数)
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③年金扶養比率

基本ケースに対する各ケースの乖離をみると、厚生年金、国共済十地共済、9_t‐ 礎年金

では、死亡高位・死亡低位において 2010年度からすでに乖離が見 られる一方、出生高位・

出生低位では 2030年度頃からlF離が発生 している。これは、死亡率を変更することで推

計当初jか ら受給者数に変化が生 じるのに対 し、出生率を変更 しても被保険者になる年齢

に達するまでは被保険者数に変化が生 じないためである。私学共済では前述の通 り、彼

保険者数を学齢対象人口に、kり 推 Ii卜 していることから、出生率の変化が早 く彼保険 作に

反映 されるため、111生 高位・出/lillt位
、死亡|'1位・タビ亡低 1立 いずれの場合 ()2010イ

「
度か

ら,I「商

“

力Vliじ ている (IXI表 5-2-3)。

(図 表 5-23)li打提を変虹した場合のイ11金 1夫 養比′半二
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3.給付水準と最終保険料率の変化

1.で述べたとお り、り七二生年金では前提を変更 した場合給付水準を調整することなる

ため、厚生イ11金 の最終保険料尋iは いずれのケースでも 18.3%で 同 じ数値 となっている。

出生高位では、年 金扶養比率が基本ケースよりも大きくなり、マクロ経済スライ ド調

1啓 期 |1月 を短 くすることができる。絆i果 として、給付水準は
'1長

本ケースに比べて各制度 と

もittiく なっている。国共済+地共済は、り:ヽ 本ケース `kり も財政が好転する 1)の の、厚 41

年金の財政にル)わせて給付水準 I'‖整が行われるため、最終保険料率は 19.9(/)と 若千引き

上げることが必要 となるて,私学共済は、出
/1高

位のキ:夕響が他制度 .た り大きく、厚生年金

にル)わ‐llて 給付水ツ
1与 I]月 1“ を行つてもさらにサ|オ政に余裕があり、最終保険お}'半 1を 18.3γ )|に

で下げることが日∫能 となる、,

||1/1:低位では、年金1夫 養比率がりt【 本ケースに比 き́(月 さヽくな り、マクロ糸准済スライ ド

調 1“ 期||||が 1こ くなるため、各制サtと 1)基本ケースに比べ給付水準がlltく なる。私学共済

1/9場 合は、 |||ノ |:||、 位 とは逆に、サIFノ liィ li金 にル)わ‐lJて 糸r)ィ
、「水準を低 くして 1)な おサiイ

・
政は悪

|ヒ してお り、J:を 終 |力tr灸ぉトキiを 20.7(/)よ
~C11げ

ることが4∠
1ヽ要 となる(,

タピ亡高位では、イli金扶 i雌 比率が
'1に

本ケー スに比べて大きくなり、マクロ経済スライ ド

IJ月 1“ サUlllllが 短くなるため、各|1制 度と 1)り lに 本ケー スに比べ給付水準が高くなる。 |:1共 済+
i也 共済、私学 共済は、イ|:金 扶養比率でみると、サ'Fノ |:イ li金 に比べてタヒ亡率変動の |:タ イ十が小

さく、結果として、りIFrl:イ ll金にル)わせて糸f)イ
、1水 ill・ を行うと,け政が悪 fヒ J~る ことになり、

最終山t険本1・率を llげ ることが必要となる(1

タビ亡llt位 では、イli金 1夫養比率がり1に 本ケー スに1ヒ ベて小さくなり、
‐く′ク11経済スライ ド

IJ月 イ

“

すり|||llが 1こ くなるため、鴛 1川 度 と 1)り 1に 本ケー スに比べ給付水準が低 くなる(,|!1共 済十

1也 ‐lt済 、私学共済 |‐ 1クピ山脅ilt1/pJ場 合とはi逆 に、り'Fノ 11年 金にあわせて糸r)イ lヽ水準を低くづ
~る

とサlイ

‐
政に

`ミ `谷

ができ11を 糸冬保 1倹 料斗iを
l・

~|ガ

ることが l,l・ 能にイFる .

経済 irttf立 では、 り1に 本ケースに士しく、物1111に 対―
l~る 11金 llケ トネili拡 大している1,イ li金サ!イ

政をそえる場合、保険お11)イ li金給付費 1)り ,に 本的には賃金に連動 している。 ヒ́かし、イli金

受給 者
‐グ)年 金額が ,サ iんι裁定時は賃金に連 JIJlリ

ー
る形となっている ()σ )の 、裁定後は物 111iス

ライ ドとな /1て いるため、物価に力
l・・|~る 賃金υ)11ケ 1中ルiが 大きけれ liザサlイ

・
政は好|ケ:す る。そ

υ)た ダ)、 賃金に力lづ
‐
る実質的な連川l不||111り がり:(本 ケースに比ベノトさく、 イ11金サlイ

・
政に不liヽア

金からの運り|1益 を活りllし にくい状況となっていることがある (,の の、サ'F`11年 金の財政は

次11サやし、マクロ糸有斉スライ ドl,‖イ盗;り |||llが 短 くなるため、:各
||メl度 ともり1撻 本ケー スに比ノく糸合

fヽ1水 準が高くなる(,1可 りt済 +1也 共済は、サ:Fノ |:イ ll金 にあわせて給イ寸水準調イ

“

を行つて (,ま

‐
1'1'‐



だ若千財政に余裕があるため、最終保険料率を 19.7%ま で下げることが可能 となる。一

方、私学共済では、厚生年金にあわせて給付水準調整を行 うと財政が悪化することにな

り、最終保険料率を 20.0%ま で上げることが必要 となる。これは、私学共済が厚生年金

に比べ手∫1立金への依存度が高いため、前述 した 「賃金に対する実質的な運用利回 りが基

本ケースに比べ小 さく、年企財政に積立金からの運り:]益 を活用 しにくい状況の影響」を

受けべDす くなっていることもその要因であると考えられる。

また、経済低位では、すべて経済高位の場合と逆の結果 となる。

出生 l傷位、経済高位では、出生 lri位の場 合と経済 1傷 位の場合の影響があわせて起こる

ため、 .kり 大きくり'F生イ11金のサ|イ
・
政が好転 し、マクロ経済スライ ド調整り明||り がより短 くな

る。その結果、厚」:イF金の所得代林率は 54.6%と 大きくなる。

||1生低位、経済低位では、出
`11低

位の場合 と経済llt位 の場合の影響があわせて起こる

ため、り:長本ケースに比べ、より大きくり:F生 午金のサ財
・
J女が悪化 し、マクロ経済スライ ド調

整り切1間 がより長くなる。その結果、りIF生年金のIサ i得代林率は 13.1%と り:に 本ケースの所得

代替率 50.1(/)を 大きく下巨Jる ことになる。

(1文1表 5-3-1)|)打 提を変更 した場合の給付水立γ:と JIセ 終保険料 'ネ
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4.主な財政項目の変化

図表 5牛 1、 5←2は、保険料収入 と給付費について、前提を変更 した場合の試算を表

したものである。それぞれの前提について、各年度の基本ケースの値を 100と したとき

の指数を表 している。

①保険料収入

各ケースにおける基本ケースとの1「離をみると、出生高位 。出生llt位 では、彼保険者

数の1[高||に ほぼ等しくなっているが、最終保険料率が
'1(本

ケースと )ヽさなること 。彼保険

者のイll齢構成に変化が起こることの 2点 により、彼|力t険 計数υ)J「 離 とは多少 )llな るて,商 fi

者́
‐
の力|(因 は 1叫 共済 +1也 jt済 、私学共済に,Lこ ってお り、後者はい1民イli金 以外の制度に起

こつていると考えられる。巨1民イ|:金 ではlllllイ と1)起 こらないことから、被保険 汁数の1「

離 と等 しくなる。

タヒ亡高位では、彼イカt険者数はり|に 木ケースに比べてilllk少 する()の の、神1共 済+1也共済・

私学共済ではJ止終イカt険 |:1率が高 くなるため、 1カt険 料収 入はり:に本ケースに比べて厚
`liイ

11

金 。国民イli金 とは,並 に1中|り」||し ているⅢタビ亡低位では、死亡高位 と逆の動きを示 している。

経済高位・経済llt位 では、彼保険 計数の変化はない ()の の、 11金上 ,「 率がりlに 本ケース

と異なるため、乖離が発生 している。 lkた 、私学共済では、最終綺t険お1率υ)変化が大き

く、 f也 |1撃l度 に士ヒ′ミ́に出||サ 1芝 がメ(き い (|ズ |ノに5-,1-1)()

(1文1表 5-11)li存提を変 |だ した場 r)の保険オ:1収 入 (り :(本 ケー スを 1()0と した指数)
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②給付費

各ケースにおける基本ケースとの乖離をみると、出生高位・死亡高位では、九【本ケー

スに比ベマクロ経済スライ ド調任期間が短 くなるため、受給者数の_鷹離度よりも給付費

の乖離度が大きくなっている。逆に出生低位・死亡低位では、基本ケースに比ベマクロ

経済スライ ド調整り切1昌 ]が 長くなるため、受給者
・
数の1「離度よりも給付費の乖離度が小さ

くなつているぃ

経済高位では、ワ:鮭本ケースに比べ li金上昇率が大きく、また、マクロ経済スライ ド調

整期 ||り i)短 くなるため、給付費が大きくなつている。逆に経済低位では、りit本ケースに

比べ賃金 llケ]率が小 さく、また、マ クロ経済スライド;J‖幣サ切||ll t)長 くなるため、給付費

がノトさくなつている (1文1表 511-2).

(図 夫 54-2)前提を変更したJ場 合の給付費 (基本ケースを 100と した指数)

Itた 、前提を変更した場合υ)給 イヽl費 のJり llllliを 、りI長 本ケースを 100と した指数で表ヒ́た

1)σ )が図表 5-,1-3で ある1)ただ し、 |1劇 度 ||11で 比較できる `に う、以下のような給付費を
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・ 共済年金の給付費は職 j或部分を除いた厚生年金相当部分の給付費であり、国共済十

地共済については、追力日費用分を除いている。

・ 厚生年企の給付費はり!鮭 礎年企交付企控除前の給付費であり、菫礎年金交付金分は過

去り切1間 の給付費に含まれている。

出生率を変更した場合、給付費1/HLlllは 、各制度 と t,出 生高位ではりit木ケースよりも大

きくな り、出生μt位 では小 さくなる。 i過 去期 |‖J分については、出生率1/D変 化が人数iniに

及ぼサ i:夕 響がない 1)の の、マクロ経済スライ ドのlJ月 整期||11の 変化があるためにj11減が発

イliし ている.

死亡率を変更 した場合、 1:そ給 什数が111減する t〉 υ)の 、マクロ経済スライ ドのサUlllllが 変

化するために、特に過去サリ||||1分 において、り[に本ケースに丼lす る乖離が小さくなっている()

過去り切|||1分 の給イ、1費 1り11111を みると、り:に 本ケースを 1()()と した指数で、サ'Fノ liィ li金 では ∫)5.o

～ 1()1.2、 1叫 共済 +j也 りt済 では 91.9～ 1()1.1、 私学共済では 93.5～ |()5.Bの 俺り‖にlle lkつ

ている。 一方で、1子 来すり||||1分 をみると、サ:Fノ |:ィ li金 で|1182.0～ 日8.8、 |11共 済十地りt済 で

|,I SO.8～ 120.7、 lN/、 学りt済 では 75.2～ 131.6と 大きく変 fヒ している.,i過 去サUIIIll分に係ろ

糸含fヽ ll.12010イ li度以降 |ILい‖、リリ|に 多く
`こ

ノ
liし てぃろ/Lめ 、―ィクII糸准済スライ ドV,効 男tが 将

丼(サリ||||1分 に比べて小さいこと 1)ル )り 、li打 提を変更して 1)過 去りり||||1分 に係ろ給付費の規模

|.1、 将来サリ|||ll分 にかかる糸r)fヽ l‐ 費σ)ん1模に士レミ、変イとがノ」、さいこと力り)か る (|ズ1人 571:3)。

(図 表 5′ |13)|1行 提を変更した場合の過去サリ||||1分 ・将来期|||!分 )j!1給 付費Jり 11‖ i

(り 1に 本 ケー スを 1()0と した1旨 数)
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第 6章 公的年金制度の公平性の分析

1.検証方法

公的年金制度 1出]の公平性 に関 しては、前回の平成 16イ |ユ 財政再計 3れ に基づ く財
‐
政検証の

際 と同様に、「基本的には、制度 1出Jで、過去の運営状況等を考慮 した上で、同 じ年金給付

に対づ
~る

保 1倹おレk準に差がない こと」 とい う傷l点 か ら検「正す る。

平成 21年財政検証・サけ政 1呼 計算における保険料率は、2010イ |三度 (9月 )にサ'F生イ
「

金が

16.058%、 1可 共済 +l也共済が 15.508%、 私学共済が 12.584%で あるものが、各制度 とも

角iイ 110.3547)ずつり|き Jlげ られ、 1渋 終的 には、厚生年金が 18.3(/)、 国 共済 +地共済が

19.8%、 私学 共済が 19.1(/)と なる

'こ

込みである.最終保険本1・率くは、夕1141年 金に比べ、 1可

共済 +地 共済が 1.5(/)、 私学共済が 1.1%)高 い水準 となつているが、共済イ|:金 σ)給
f、 1・ には

職域部分があるため、この ままの料率で l11純 に比較 して 1)公
｀
14性 を検証す ることはでき

ない。

そ こで、I11じ 年金給付に対す る保険お1水準をみ るために、各制度の糸f)付 をりlヽ 礎年金拠

||1金 分 (1階部分 )、 り:Fイ liイ ll金 ‖tllllll比 例‖ド1(湘

`分

(2紳:♯‖
`分

)、 :共 済イli金職九支出
`分

(3階

部分)の 3つに分 け江
、彼用 者イ11金制度 1/m共通の給付である I階部分及び 2階部分につい

て、 f呆 1険料・水4Lを検 1証することど り
~る

け

注 : 和iサ :(|1召 不‖61イ 111り 1以降)υ )共 済年金で|11、 ヤ賊lll ll七 17/1曲 ;分 |、1ついて、りIF/11年 全相|｀

11湘
:分 |、 11敵

ll k湘 :分のイll金 がl」 llι l〔 (※ )さ メt;る 二′ヒ|、■/1・ ってォロ)、
1`1 li亥

11カ支力|1年 11南

`分

が 13件1出

`分

でル)る .― ノブ、

||″ i1/9り t済 イ
li 4ヽ について|に 、算

'tリ

ブ式が
'り

′
liイ ll`ヽ とカキ:な /,て 1,り 、´

`、

イ本とl_て 算,tさ オlろ イlt金容1

υ)111に 職域湘;分 に相|｀当すると考え|,オ しろ分 1)含 Jミ オ1て い′lt,こ のため、|11法 分に係るI哉域部分1/9

とらえ方litAiltし く、 ここで|■ 、 各|1劃
jtか「,提 |||さ オtた Iit域 湘

`分

υ)1イ「,i「 111(一 ,tυ )|1有夕[υ )1)と で判|

くサイ「計した 1,グ ))に り′:づ き検証する.

なお、1灸証にり||い る2階 。31牛:部 分は、あく,上 で給イヽ1の 高さをサIFノ |二年企本||｀
11部 分にそろえて振

り分l1/11)υ )で あり、例え|:女 ∫‐υ)支給|IH始年齢のり_11け がサ|「 /1三 年金″)み ,Jい こと等σ)|1刊 度上υ)

連いまで調整したもυメC IIIな い,|トリ度||11で こうした若1lσ )iルリ度 ltグ )'たがあることに17′ ′激しン,ィリ、

カリ|(で 11、 イ合イヽ夕l■ llば |,1じ とみオtし て|`tliLり
｀
ろ。

新法共済年金の1敵域湘:分の糸f:付 乗率は、組合tt期 ||キ |ソ 11年 サ111に 応じて、次の Lう に,Lめ F)

ているっ

組合|:期 ||llが 20イ li以 上グ)者^に ついては、厚生イli金 報llllll比 例書|・ 1劇

`分

υ)5～20%

剰t ttitり 明||||が 1イ li以 菫20イ li未満υ)者 については、厚 /liイ
li令 報lllll比 例相|・ 1出じン)2.5～ 10111)

※
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2.保険料率の振り分け

各制度の平成 21年財政検証・財政再計算における保険料率は、保険料収入のほか、横
立金から得られる財源や国庫・公経済負担等も合わせた収入で、財政均後i期間 (2105年

ltま で)の将来にわたるすべての支出が員fiえ るよう、一体として設定されているもので
あり、 1階・ 2階・ 3階剖

`分

のそれぞれに必要な料率を1月別に3γ 定し積み上げたもので
はない。

したがつて、本来的には保険料率を分けることはできないが、制度1間 の公平性を検li正

するため、一定のIi有 提を置:い た上で、保険ぉ1率を 1「|ヤ・ 2階・ 3階湘
`分

に振り分けるこ
とをそえる。保険料率の振 り分けについては、その|1有 提とする考え方に、kり 幾つかの方
法がみえられるが、ここでは、||1回 の具イ

‐
政検|れ[時 と同様、以下の方法で機械的に振り分

けることとする。

・ 1‖キ部分 (り 1に 礎イli金拠出金分)il‖武1課ノブJtでサイiぅ 1)の として、りIヽ 礎イli金拠出金狙1当

f力t険本:1率分を 1階部分の保険本1・

ザ率iと して先11支 りする、,

・ 2階部分及び 13階湘
`分

の∫力t険料率は、lヵt険料率か F,り it礎 イ
11く 拠ヽ出金利ド|(保

険本1・半|を

控 1除 したダ梵りの本:|'半 iを 、二1「亥イlitt1/92階 11`分 (ヒ 3‖キ音|`分 の糸f)f、 1費 (追力||イ リ‖分を除

く)で 1安 う)づ
―
ることに `kり 、 1幾オ戒白勺に算|||・サ

ー
ろ。

ここでは、徊 1川 度 共通1/21階吉|`分 で
`ヤ

)る り|ヽ 礎イli金 はlitli果 ノブ式で運
′
ギ|さ れていることか

「ジ、 各||メ1度 がチFlイ li度 1処 |||リ
ー
るりlに 礎イ

「 金1処 |||く、 (1階キ|;分 )に 要1‐ るJり |||,1、 そσ)イ li,電 σ)

lヵtr`tヶ lヵ ザ〕支||IJ^る 1)の と仮定している。 |た た、 2出キ出∫分と (3階部分は、//tり υ)f力tr′ミお|

を 1`1,i亥 イ11度 の糸f)イ 1ヽ・ 費に応 じて分け合うこととしてぉ り、鶏
li果 白勺に、不Ji、ア金か r)ill r)オ

t′ る
貝イ湖ltは 2鶏精 l`分 と 3「1需|`分υ)糸 f)イ 1ヽイヤに応 じてお1り ‖さオしることにイrる .,

上記υ)ノノリ:を サ||い て、 1ヽ句茂 21イ li財 J女検 lil:・ サ|イ

‐
政 ||∫ |:「 サ11に おける縞 1可 ′虻υ)保「

`ツ

ミ
|':iを 、

1階砕

“̀)び

)f呆 1険 本1・

′半く、 2片午ル|`分α)1呆険本1・ ■1、  13陣午占

“

う)の 保1倹 お1帯 1に
1方くり分けた糸li果 |`よ 、

図人 62-lσ )と お りである
`,
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(図表 62-1)保険料率の振 り分け (機械的な粗い試算)
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3.被用者年金制度間の公平性

① 2階部分の給付に係る保険料水準

lkず、彼り|〕 者年金の中心的な部分である 2階部分の給付について、その保険料水準を
みる。 2階部分は 「仙 llll比 例Jの なえ方で設 I汁 されていることから、 2階部分の給付に
関する保険料水準は料率で li平 111iす ることとし、 2階部分の保険料率をみていく。

2階劇
`分

の保険料率を||」 度 ||11で 比較すると (ス1表 631、 632)、 2olo年度には、厚
生年金 ll.431%、 1可 共済+地 共済 ll.0127)、 私学共済 8.6′15(/)と 私学共済が低くなって
お り、2020イ li代町は で私学共済がlltい状態で推移する、,

この短期的な *1・率υ)違いは、 2階部分の f丼t険料率を全体υ)保険本
'1率

か r)振 り分けて算
|||し ているため、 まだり1上 げ途 11に ある保険お1率のメf:が 反 |1央 さブした ()の である,,全体の

保険料́ ,率 iの 違い |■ 、 ‖メ1度 によリメリιllキ ズ、tで の成熱のFl:度 が異イrる こ (ヒ や、 こォしま
~cf「

1度が
う)ヽアしている||「ぐ、 各|1川 リセカい:(li亥

‖可リセに才3け るサ|イ
・
J女‖又支σ)必り徴iを IXIる .よ う独 |′ |にサけJ女 !;|・

|||liを 、アててiI′ギ|し てきた糸トボ「などか「り、れli果 としてノ
liじ てきている 1)υ )で ル)ろ 。

全制度が1走 終 |キt険お|ザ率1に

`刊

達する 203()イ li度 には、2出キ劇
`分

のイカt険お|'半 iは 各|1川 リセと1)II

I`ギ |:FIじ 水ツ
|た とイFる が、 2010イ littLJ(/Jヽ いり'F/1:イ liく、とすt済イli4ヽの||||で 少 し・す・/,差 が /liじ

11じ

め、208()イ li度 |チ 1に はり!Fノ 11ィ li金 にルレく
1呵 共済+地 共済が 0.Hボ ィン トfil度 、私学

'そ

済が o.9

ボイン トrit度 高い水準となるt,

その後、こυ)りf:は 若 11小 さくな り、|イ「li卜 最終年度υ)2105`ll度 には、厚ノ
|:ィ li金 が 12.507ツ )、

1可 共済十地共済が 13.164(/)、 私学共済が 13.2.18ツ )と 、夕,`ノ liィ 114)に 比べ共済年金が o,7ホ '

イン トfi:度 ||ヽ い水 4た となってぃるで,
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② l階部分の給付に係る保険料水準

1階部分の保険料率は、基礎年金拠出金に相当する保険料率 (基礎年金拠出金の うち
国力li・ 公経済負担分を除いた額を標準報llllN総 額で料率に換算 したもの)そのものである。

1階部分の保険料率は、2010年度で厚生年金が 4.336%、 国共済+地共済が 3.091%、

私学共済が 3.126%と 、厚生年金に比べ共済年金が低 くなっている (図表 卜 3-3、 634)。
しばらくの|IUは 、り:に礎年金にかかるマクロ経済スライ ドの効果で上昇に歯止めがかかっ
ているが、スライ ド調整が終了する 2038年 度頃から次γjに上昇 してぃく。
2070年度ヒ11以降は各制度とも安定的にlll移 し、2105イ |=度 には厚生年金が 5.781%、 腱1

共済十地 共済が ,1.1∫ )7(/)、 私学共済が 1.ol()(/)に なる 1)の と見込まれてお り、厚生イll金 に
比べ、1可 共済十地りt済が約 1.6ポイン ト、私学共済が約 1.8ポ イン トlft‐ くなっている。

共済イli金 がり'F生 イ
|二 金に比べ lltい 水準となっているのは、「定額給付・定符〔拠 |||」 とい う

考え方の下で各制度が頭割 りで拠日|する仕組みのり!(礎イli金 の定額の拠 ||1分 を、「報llllll比

"|」とい う夕tき なるとえ方の尺度である料率に換 31iし ているためでル)り 、相対的に高い報lllllを

分母に料率換算した結果、共済イ
|三 金の率がlltく なっているものである、,

り1に 礎年金拠 ||1金 |.1、 各制度の拠出金サ↑:定 対象者
・
数に全制j電 共通のりiに礎イ11企拠 1出 企 |11価

を乗じて算定される ()の で、「定額給 f、 1・

。定術11処 |||」 とぃ うり!に I地 イli金 制度の制度 1没 li卜 の 袴́
え方の下で、各制度が公平に費りIJを 拠 |||す るl「組みになっている。 したが 1́)て 、りIに礎イ

11

金|1川度の

`,1点

か :)I114111iす れば、 1階部分の各‖対度の公141ソ liは 確保されているといえる(,

(1文1人 6-3-3)1‖キ湘
`分

のイ丼t険本1・ '半
tの 1子来見通し
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年度 厚生年金 国共済+地共済 私学共済

2010

2015

2020

2025

2030

2035

2041)

2015

2050

」055

21)60

2()1ヽ
rl

207()

2075

2()S()

2()ヽ 5

2{)ヽ 10

2()9rJ

21()(|
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%

4 336

4.533

4 493

4 313

4.226

4.365

1 757

5 133

5 39ド

551,1

5 755

5.1,17

6 091

6 112

6 011ヽ

3.9r11)

5 81)1

[' S51

5 887

5 781

%

3 091

3 220

3 215

3 117

3 085

3 220

3 160

3 6tJ6

3 897

1()(1!

1 234

4 1`ヽ 9
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(図表 6-34)1階部分の保険料率の将来見通 し
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し、 ″ヽ り、フ,|1 1:| 

“
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`テ

' 31111に な らifi f lゼ

' 11々
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イ′こ l によ 1'、  |,ti■ 力つ
に綸出 していう。

なお、り1長 礎イ1玲拠 ||1金 は算定対象汗 1人 :11た リノ)常〔(|111‖ |)を ノこにしているため、彼

|力tl倹 者
・1人 ｀

当た りでみた場 r)υ )符 1に は差が

`11じ

てくるt,

彼保険 者 1人 三1た りのりlに 礎イ|:金拠 ||1金 (「可‖i・ 公経済負担分除 く)υ)将来見通 しをみ

ると (図 表 6-3-5)、 サ:F′ Lイ ll全 に比べllJ共 済■‐1也 共済が多く、〃、ビF共済|11ほ ぼ|,l FI:度 とな

っている。 この差は、純粋に、各制度における彼保険 ど 1人当た りのり1億礎年金拠出金算

定対象 F‐ 数のブfiに起 1大|す る 1)の であ り、第 13け 被保険 者
‐
に係る拠出分をその11己イ‖1者が属   _

する制度の彼保険 者
・全体で拠出していることからrliじ た違いである。
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(図表 635)彼 保険者 1人当た りの基礎年金拠出金 (国庫 。公経済負担分除く)

(万 円)将 来見通 し
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③職域部分を除 く給付に係る保険料水準

彼り|1什 イli金 ||メl度 ||llυ )公 1`4171:11、  1階許|`分 と2階許|`分 υ)糸 f)fヽ 1‐ がほ |`ゼ |:Jじ である
1敵域占|`分 を除く糸r)ィ

、1に係ろ∫力tl険 |1半 1(力tlざ 、朧支jl支 吉|`分 をMヽ く|力 tl`ミ 本:トキ1と い う。)

る.,

lttj或 11`分 を除くイカtl倹本|ィ il.1、  l階部分と2階部分の |力tr資本:|,半 iを 合サ11し た {,の でル)り 、
りIFノ |:イ li企 においてlilfキtr貪 ぉ|タネ

'そ
σ)(,υ )で ル)る (,jttl〕支許|`分 を1除 く|力 tl倹半:1率 は、2010イ li度 に

は、厚ノ
liィ li金 ヵく16.()58(/)、 l11共 済十地共済が 14.102(/)、 私学共済が 11.771(/)と なって

お り、 ||メ 1度 ||||で ,た がノ
|:じ てぃる(,こ υガたには、 11/ごりI LIガ途 ilに ある千力t険 *:l・

・半iを 1辰 りう)

けることでお|ヰ :を 算 |||し ていることが大きくキ:タ イ十してお り、 全||メl度 がり|を 終保険 131'辛 1に

`'1達する 2030イ li度以降で`フパると、厚イ|:イ li金 に比べ共済イli金 が 1ポ ィン トli年後低い水準で11「

移 している(,J止終的に 21()5イ li度 では、り:F生 イlt金の 1ド .3(/)に 対し、1可 共済+地 共済が

17.361ツ )、 私学共済が 17.2馬 R(/)と なってお り、厚 /1:イ
li金 に比べ

1可 共済 +i也 共済は o.9ボ

イン トfil度 、私学 りt済 は |.0ポ ィン トfi:度 lltく 、共済イli金 ||llで はほぼ111じ 水準となって

いる。
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% (図表 63-6)職域部分を除く保険料率の将来見通 し
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④年金制度間の公平性

このように、職域部分を除 く保険料率は、被用者年金制度間で差がみられる。長期的
には、職域出

`分
を除 く保険料率の差は、共済年金間ではほとんどなくなるが、厚生年企

と共済年金の1綱 では残る見通 しとなっている。共済年金の職域部分を除 く保険料率が厚
生イ11金 ょり低くなる要因は、基礎年金拠出金を各制度が頭γllり で拠出する一方で、この

定額の拠出額を各制度により異なる標準報lllll総符1で保険料→率1に換算するために生 じた 1

階劇
`分

の保険料率の井でル)る 。一方、 2階部分の保険料率については、逆に共済年金の

方が若 111ド1く なってお り、結果 としてj職域部分を除く保F資 料率の差は、 1階部分で生 じ

た II!li者
^の りf:よ り小さくなってぃろ。

以上の ,1う な制度 1呂 |の職域劇
`分

を除く保険お1率 の差は、彼チIJ者 イF金制度の財政 i116た の

一元化を1文|る などσ)方法を採 らない限 り、完 全になく )ヽ― ことはぃ1州1で ル)る 。

⑤前回の平成 16年財政再計算との比較

1文1人 ()13-8は 、職 l_llc部 分を1除 く保1倹料率等について、前||||の 平成 16イ 11サ 1イ

‐
政 ||∫ lil´ 算にお

けるオ1・半t(Llヒ 1咬 した 1)の でル)る て,

I出キ部分υ)保 1険 おトキil i、 2()10イ ltリ セでlt各 f押1度 と ()|)打 ||:|に ルLべ _11_ケ |_し ていろが、2()5oイ |二

度ではりlに 礎イll金 にかかるマク11経済スライ ドの IJ月 幣期||||が 1こ くなったことなどが ;:夕 響 し

て li行 卜:|.kり 1)低い,半 1に なィラている。その後、彼保険 者
・
数υ)れ支少率が |)打 |;:|`kり 大きいこと

イrどが影イ攣し、 2100イ 11サ セにl kll打 |:||と |.11.1｀ |IFlfWtの 本ミ|イ iと イrり 、 サ111ノ Lイ li`)に Lヒ ′くりtヵ午イit(、
カリtい 1人況は変わっていない.

2階部分1/9保 険オ:卜 率は、|1打 Lilは 、1(り り1的 に11彼り|1汁 イli金 ||llで はとんど九
′
:が 見られ /ktか

つたが、今 |口 |は厚ノ
liイ liく、に比べ共済イli金 で高くなってお り、2100イ li度 で 0.6～ 0.7ポ イ

ン ト|`ま どυ)井がノ
11じ てぃるυ

職域出
`分

を除く保険ォ:1率 は、りIF`liイ li金 が 18.3(/)で変わらないυ)に支|して、111共 済+1也

共済、″、学 lt済は li有 |口 |に 比べて上昇 してお り、厚生イli金 と共済イF金の

'11は

小 さくなって

いるⅢこれは、 |1打 |‖ |と IIJfi:度 であった 1階部分の保険本‖″率の差を、今 |IJIイ |:じ た 2階部分
の|,t険 オヽ1率 のり子:が JJ‐ ナ,消 す ブノ向で作り‖した糸li果 であり、彼用 者

・
年金|卜」度 ||11の 公 1`4141の 得:

点からみれば、 |1有 |11に 比べ若 11改 |キ してぃるとみえらオしるで,



(図表卜}8)保険料率の平成 16年財政再計算との比較
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職域 71・ 分を除く

lhtl資本十率
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厚生年全

国共済+1也共済

私学共済

《 2050イド[性 》

|り 生年金

1月

't済

+地 共済

〃、
が
rt,し斉

《コ ()()イ li度 》

1'F′ liイ 14金

l11サ :済 +地共済

オ:′、
デ
11117,午

16.058  16.058
15.508   15.508
12.584  12.584

18.3    18.3
18.8    19.8
18.5    19.4

18.3    18.3
18.8    19.8
1ド.5    19.1

%% °イ)

16.058  16.058
14.101  14.102
11.262   11.771

18.3    18.3
16. 193  17.286
16.518  17.120

18.3    18.3
16.1(,7  17.373

1(ヽ .515  17.2(,0

O。 %%

4.035   4.336
2.729   3.091
2.853   3.126

6.090   5.398
1.163   3.897
1.271   3.727

5.719   5.827
1.011   4.26′ 1

1. 121   4.059

%

12.023  11.431
11.371   11.012
8.409   8.645

12.210  12.952
12.330   13.389
12.211   13.393

12.551   12.466
12.15(ヽ   13.109
12.121  113.201
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注:1臓111:分 11Lurt:り t方 Jt゛ |イ
jう もの として t毎 腱 (11企 lflLili 61‖ 1:1l f年 tttitl■+i分 4r tt ll支 りし、″tリ プ)11:11を 2‖1部 分 と3繊キ部

分プ)糸fi f l.イ ヤ〔按分
‐
りることにより、機 1,支 的に

'1:出

していう。
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第 7章 公的年金給付費等の規模

前章までは、公的年金の各制度ごとに分析を行つてきた。本章では、公的年金制度全

体で給付費等の規模をみることにする。

1.平成 21年度価格でみた公的年金給付費等の将来見通 し

まず、平成 21年度 1‖ i格を用いて、公的年企給付費等のガl模 をみる。公的年企給付費は、

保険料収入 。公的負担等・積立企活用分 (公的年金給付費から保険料 I反 入 と公的負担等

を除いた、〃i立金の運用収入や取j満 しで 1イiう べき部分のことをい う)に よって 1イ
jわれる

ため、ここでは、公的イ
「 金給付費の他に上記 3つの要素 と年度末 f占立金について、それ

ぞれの規模がどの、kう に変 fヒするのかを分析 した。糸」i果はIXI表 7-1-1の とお りである。

は 1表 7-1-1)平成 21年度価格でみた公的イ|=金給付費等の将

'(見

通 し
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図表 卜1-1を見ると、公的年金の財政を直近の 2010年度から2013年度まで、2013年

度から 2030年度まで、2030年度から 2070年度まで、2070年度以降に分けて
'考

えること

できる。

l亡近の 2010年度から 2013年度までは、いわゆる団塊の世代が定額部分 も受給 し始め

る力|夕 響 もあり、 l1/~成 21年度価格の公的年金給付費は 2010年度の 48.7兆 Plか ら 2013年

度の 52.7兆 円まで 4.0兆 円l曽加する。しかし、この||||は 保険料率の引上げの効果もあり、

イカt険料収入は 2010年度の 31.4兆 円から 2013年度の 36.0兆円まで 4.6兆 円増加する。

このため、横立金活月]分は、2010イ 11度 の 5.1兆 11〕 から 2013年度の ′1.1兆 1:Jま で減少し

ている.

2()13イ |三 度かる 2030イ li度 までは、マクロ経済スライ ドによる調整が 2()12イド度に|;‖ ク台さ

れること、報llH比例湘;分 の支給 |;‖ 始イli齢の段階的なり1上 げが 2018イ li度 から始よることな

どの影響で、この1呂1651複以上人IJが 1曽 湖|し 続けるに 1)かかわらず、公的年金給付費は、

2()13イ littυ ,52.7り Llllか ら 203()イ |り Iυ )`11.1り LII]ま でわ支
`1/N・

サ
｀
る、, しか し、 保険料 ('キ 1)

がサ,Fノ 11イ li金 、 1哺 民イ11金 では 2017年度 lkで、1可 共済、lL lt済 では 2023イ 11度 lkで 、私学共

済で I It 203()イ litt itで り|き _111ダ「)オ 1ノ るため、 この ||llノ 111,Iイ llli告 人||がれ支41/Nし 糸売けるに t)かか

わらず、保険料収人は、2013イ 11度 に 3(;.0兆 IIi、 2030イ |:度 に 35.9兆 円と同水準を維持 し

ているぃ このため、イJ:、ア金 7舌 用分は、2()i3イ 11′七の |.1兆円から 2030年′芝の △ l.R兆 1可

まで減少 し、将来υ)給イヽ1に 備え_て 保険料収入の 一部を積 たヾてにll:|す ことが 1可 能な状況と

なる。

203()イ ト度 /Jヽ F)2070イ 11サ 虹まで 111、 マク 1■ 糸椎済スライ ドによるI)月整が 2038イ ll度 lk―ぐ続 く

こと、2042イ li度 以降は 65歳以 11人 ||が il皮 少に1サ :じ ることの影響で、公的年金給付費は、

2035年度から 2()4()年 度までイヤ111曽 川|す る ()げ )σ )、 おおむね減少を続け、2030イ ll度 の 44.・ |

兆I11か ら 207()イ littσ
'35.0兆

1:!ま で 11.1り κ lil減 少している。一リブ、保1倹料・1又 人 |よ 、イL′ )I

イli齢 人IJの 急減のキ:多 響で、2()30イ li度 の 35.9兆 円から,2070イ |:度 の 20.2兆円まで 15.7兆

円減少 してお り、公的イll金給付費に比べ減少 llllllllが 大きくなっている。 このため、横立金

7汚 りll分は、2()3()イ |:度 σ)△ 1.S兆 円か
',2()70イ「

j質の 7.1兆 円と急ナllづ
~る

こととな句、公

的イli金 給付費び)約 21り|を 積 ヽ

'金

から活り||し て‖イiう ことが必要な状ルtと なっている.

2070年度から 2105年度では、人「 |んι棋そ1/91)の の縮小の影響で、公的イll金給付費は

35.0兆 円から 20.6兆 lllへ 、 1カtl資本11又 人は 20.2兆 11jか ら 12.5兆 lllへ 、f責 ヽ

'金
活用分 も

7.1兆 ll]か し 3.6兆 ll]へ減少 している.公的年金給付費に対する保1倹料lll人の制合は、

207()イ |り 覚57.7(/)か ら2105イ |七度 60.6ツ ,1員 で改善している。 また、公的年金給付費に対す
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る横立金活用分の害J合 も、2070年度の 20.2%か ら 2105年度の 17.3%に 低下してお り、

この力|1嗣 においては、積立金のガ1棋は減少 しているものの、イ
「

金財政は体質的に若千回

復しているとみえられる。

2.対 GDP比でみた公的年金給付費等の規模

ここでは、名H額の対 GI)P比 をとることで、1子 メくの公的イド金給付費等が日本経済全体

においてどのfttttυ )規模を持つのかをみることにする。

①平成 21年財政検証・財政再計算において前提とされた経済モデル

公的イlittυ )｀
|′サ戊 21イ liサ |イ

・
政検liト サ|イ

・
政 llili卜 tl:においては、必要となる経済 |)打 提を 2()15

年度 lkで は内1樹 府げ)「 |1本経済の進路 と1'ヽ略」参を試算 (ヽ 14成 20(2008)イ li lサ |)に り1(づ

いてli受定 している(,2()16イ li度以降υ)長 期的な経済前提については、コブダグラスノ
iり のノ

li

,イ:1剛 数をす||い て、|ズ 1人 72-lυ ),kう な形で 2039イ li度 lkで の (:|)|)を 1∫F定 している(,こ グ)t:|・

算糸li果 を承ll用 して実質 11金 11'「率、実り[1こ )り 1金利、実質運用利 ll llり を導出 lン 、 |1本銀行

の金雨虫政策決定会 f)の議決において想定されている l。 ()(/,を物 111i ll'「 率の |1打 |サ達とし、 71

11ベースの 11金 11イ率、運り|1利 |‖ |り を設定 している(,

(|ズ1夫 721)rJブ ダグラスリ11の /11,准
1対 数に、kる (11)1)等 σり

Iil・ サ11糸li ttt

111111 1(,('|,

=||,(''1''

1:i11'1ll

11 1::t'11,

|:1サ  |コ ,い ,ヽ

11 1=(EIサ 〕

1=IL(|||(い

1,1」 (,1!|

1111(|,=|

1((|{:11

11 1」 lヽl:い

1 11'(,IIヽ 1

1 111 1卜 1

1 ::1'い  ==!'

l :31', 11,1

I.:ll'lr, I L

1 `テ :,`ヽ
`

1 1:1, 1サ !|

1 11`|:!!!1

1 131 111 1

1 111 :、
「

1 11'I「 1`

1 1」 1)li l(|

1 卜|ヽ  iヽ 11:ヽ

: i;12 =
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この長期的な経済前提の計算過程では、まず 2015年度から2039年度までの 25年 1呂]の

平均の実質経済成長率を 0.77%と 算出している。コブダグラス型の生産関数では、実質

経済成長率は総労働時間の伸び率、資本成長率 と全要素生産性上昇率等から次の式で計

算 される。

実質成長率=総労働時 1出 1の 伸び率×労働分配率十資本成 1こ率×資本分 li己 率

+全要素生産性上ケ1‐ 率

2015イ li度 から 2039年度までの各構成要素の数 1「1は、平均で

総労働時 ||り υ)lliび 率 =-0.8ツ ,

労働分∫1己 率 =60.9%

資本成長率 =0.7%)

資本分|1己 率 =31).1%

全要素生産性 11ケキ率 =|.0%

となっている(,総労働 ||、十1111の 11:び率は労働ノ」人口υ)減少を反 |1央 してマイナスとなってい

る ()のの、資本成1(率がプラスを維持 していることから、実7[経済成 1こ 率は 4ヽ 要素ノ|:産

|ザ 11の llケ |'率¬ .0(/)を 若 11｀ 卜
・
ll llる 0,77(/)と /ktっ ている(, 仏|l1/2賃 金 ilケ |ザ率:は、 こυ)実

『 〔経

済成1(率に総労働時 1出 lυ )力i支少率を加え、彼川 だ
‐イ11金 被保険 者マ)｀ 14均労働 ||、十1品 lを調 1“ し、

物佃i11ケ |■ミをプ11え て 2.5(/)と なっている
`,

積 アヽ金げ)運りll和 |||:|り については、 lkず Lli己 σ)コ フ'ダ グラスJllllの ′
li産 1剛 数にて上る |:「 算過

Fl:で tl:|||さ オしろ′i本げ)不|1潤
'キ

'と
、 過ノξにおける不ll測

'半

'と
長りり1金不|lσ )1則 係から11来σ)実ワ〔

1こサ切金利を|(1定 している。績 ウ金υ)運用においては、1劇 内のイJi券 だけでなく1可 内の株It

や外 1叫 σ)|メ :券株式に投′fさ れていることから、分散投資による効果を 0.3～ 0.5(/)程度見

〕△スノで、物 111i11ケ |・
1率ζをllllえ 、 名 |lυ )11:り ll禾 ;ll:11レ )を 4,|(/)と ,没 ,世 していろ.,

②公的年金給付費等の対 GDP比の将来見通 し

1ヽ4成 21イ llサ |イ

・
政検 li[・ サ1イ

‐
政 ||∫ ,:卜 算においては、 1こ リリ|の経済 |)釘提を設定するに l`(た って

2039年度までの (〕 Dl)の )と 通 しをli卜 算 し、賃金 ll昇 率や運り|1利 1押 |り を設定している。一方、

公的イli金 各制度のサ材
・
政検証・財政 liri:}算 においては、2105イ li度 までのサ財政見通 しが提 /ス

さオしている。そこで、イli金 数メ|!部 会では、賃金 11ケ 1琳 iが 7:‖ 2.5(/)と い う糸准済 li有 提に幣

合的になるように、2()10イ 11度 以降の (:|)1)を lli li「 し、そ1/p(〕 |)|)に 対づ
~ろ

公的イ
「

金給イヽl費等

σ)比率を鴬i出 した.糸li果 はlxl表 7-2-2υ )と お りである。
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(図表 7-2-2)名 目GDP及び公的年金給付費等の対 GDP比の将来見通 し

(基本ケース )

公的イli企給 |、}費 の対 (||)|)1ヒ |112()10イ 11度 では 8.1)(/)と なっているが、彼り|1絆 イlt金 におけ

るイlt金 の 支給 111始 イlttt1/9り ILげ や―
t′ クロ経済 スライ ドの効果によ り、2()3()イ 11度 に I11

8.0`/)1に でlltド司
‐
る., しか し、サ'F′ |:イ ll ttθ ,女 r^の 支糸含|;‖ 力台イli‖ittυ )引 11げが 2()30イ li度 に糸冬

了 し、マク l■ 経済ス
‐
/イ ドt,2()138年 度には終 rす ることから、以後は 11ケ ルに1サ :じ 、2()70

イ|:度 に|,1 ll.1(/)に i上
―
l^る こ tと ,1′rろ (,そ υ)後 |■ 才キ|‐ 仁氏|ざ し、 21()5イ li度 で11 10.57)と イr

つていろて,オ r才 3、 1次 り11:i粁 1呵 ″)イ li全糸f)イ |ヽ″ )キ
|‐

(:l)l)l七 'FIょ 、 2()()7イ liで フランス 13(/)FI:度 、 ド

イツ liγ)F::度 、 スウニl・ ―デン 9(/)fit度 となっているt,

注 :(11｀ 1)|11会 支出
'11'111に

り::づ く

`|:会

支|||データをサllい てサl:|||さ オtた 数lrIで ル)クリ、本報1lF II卜の公的イ
li

令糸1)イ 1ヽ・ 費七ll対象七・|‐ ろなLIり‖乃{才午11ケキ|な ろ二七に11′イ意・|｀ ろ′∠、lだ がル,る .

次に f力t険料収人の対 (||)|)比 をみると、りIだ |:イ li金 、|:1民 イli金 の保1倹料 (率 )が 2()17イ li度 ま

で、1呵 共済、1也 共済υ)保険料率が 2()23イ li度 まで段静|キ的に引き 11げ「,れ ること 1,あ り、2010

イlitt υ)5.8ツ)か「)2()25年 度に 6.5ツ )ま で Lケルする,以後は私学共済の保険お1率が 2()30年

チセ11~Cり |き |」 ダらオしることとイズる 1)υ )υ ,、 によ|ギ |り
lilギい 011「 移 し、 21()5イ liり支

~C116.′
lγ)と

′r′ダでいろ|,

公白勺負1‐[t等 σ)対 (11)|)比 は 2()1()イ |:度 では 2.2(/)と なっているが、基礎イ11金 許|`分 にかかる

年 ,1
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マクロ経済スライ ドの効果で 2035年度には 1.8%ま で低下する。マクロ経済スライ ドが

2038年度で終了することからその後は上昇に転 じ、2075年度には 2.1%に なっている。

その後は若千低下し、2105年度では 2.3%と なる。

積立金活用分の対 CDIリヒは 2010年度で 0.9%であるが、公的年金給付費の対 GDP比が

小 さくなる一方で保険お1収入の対 GDP比が大きくなるため急速に低下し、2020イ F度から

2034イ F度 まではマイナスで推移することとなる。公的午金給付費の対 GI)|)比が上ケ[す る

一方で、保険料収入の対 GDP比がほぼ横ばいで推移することから、積立金活川分のキl GDl)

比は 2030年 度以降急速に_L昇 し 2075イ li度 で 2.3(/)に達する

イli度 には 1.8(/)と なる、)

。以後若 11減少 し、2105

り
“



第 8章 公的年金の財政評価

1.総合的な評価

〇年金財政の安定性について

平成 21年財政検証・財政再計3)においては、各制度 とも、i過去の実績等を踏まえて設

定した各種基礎率を用いて数理言「算が行われ、2105年度までの約 100年 1出 lについて収支

の均衡が隊|ら れることが示 されている。

年企数川l湘

`会
としては、以下の点からみれば、公的年金の員イ

・
政の安定性は一定程度評

fllllで きるものとみえる一方で、以下に示すような様 々な懸念
ll'可

〔があるものと考えてい

る。 したがって、今後グ)動 1旬 を負Iイ |:度 υ)決 跡1状況等を通 じて1巴握 しつつ、引き続 き公的

午金の財政の安定性について検,iEし ていくことが重要である。

《:i平 1‖ iの ポイン lヽ 》

・ 基本ケー スにおける給付水 4tをみると、厚生イ|:金 の標準的なイlt金の,'F得 代替率は

今後緩やかにllt下 し、2()38年度以降は 50.1%と なる )と込みで 17bり 、5()(/)を Jlll;|る 水

illと なっている(,/k・ぉ、糸f)|「ヽ先決〆)ノノ式である共済イli金の給付は、サ'F生 年金と|:1-

のマクロ経済スライ ドυりl調 1“ ヰ1を 用いてlJ月 11さ オし、最終的なり「iキ1代 林率は、1可 共済

が 48.1(/)、 地共済が 17.0ツ )、 私学共済が =17.9(/)と なっている。

・ '1撻 木ケー スにおける保険本1水 ツltを みると、共済年金の保険料 'キ
iは 、毎イli O.354(/)ず

つり|き 11げ「,れ′、1☆ 終保険料率 it、 1可 共済 +J也 共済が 1().8(/)、 ″、学 共済が 19.1(/)に

とてビitる )と ,△ `な と′rっ ている., イrJじ 、 lヵt険本1・ 外
"r:|,11,亡

ノルに
¨
c`|,る りち

'ノ

liイ ll金 、 1可 l(イ li

金υ,1呆 I灸本:|('ネ 1)は 法定さメして才3り 、J蔵 終イカtl倹 ||('キ 1)は

'iF′

|:イ li金 が 18.3(/)、 |!1ltイ li金

が 16,900111(｀ 14成 16イ 11度 1‖ i格)でル)ろ 。

・ 公的年金給付費υ)規 1莫は、201()イ li度 で GDI)υ パ)(/)程度でル)る が、将来において 1)

(lI)1)の 11(/)Fl!度 となっているて,こ の水準は、り古イ|:グ )1欧 州 :i考 1呵 のイll企給 fヽ十の熟l(:|)|)比

か′,み て、それほど過大な ()f/9と はなつていない、

。 保険料1又 人のんせ棋は、対 GI)l'比でみると 2()10イ F度で 6(/)弱 であるが、将来 t,6.ア1%

ri度 で安定的にlll移 してお り、保険お1負 111の 大幅なナ|1加 とはなっていたtい。

・ f貞 立金で員イiう べき費サ||(f占 アヽ金711り |1分 )σ )規模は、対 GI)|)比 でみて、将メ(で 1)2ツ )

||(j後 にとど たっている。

・ 不Ji立 金の運用利回 りは 4.1(/)(2020イ 111■以降)と 、1)とイ|:の 10イ lil可イJlの イール ド金

不可(2()10イ 11:1.27,)に ナレミて高く設定さメしていろが、イli金 )財
・
政において |11、 長サリ1的

９

″



には保険料や給付費が概ね賃金上昇率に応 じて増減することから、賃金上昇率 と比

較 した実質的な運用利回 りで評価することが適当であ り、また、金利の評 /1111iは 、年

金給付が長期にわたることを考慮 し、フォワー ド金利 (現 |1寺点での将来の想定金利 )

で行 うことが適切である。今回の財政検証・財政再計算では、実質的な運用利回 り

は 1.6%(2020年 度以降)と なっている。これに対 し、現在の国債の 10年超のフォ

ワー ド金利 (2010年時点)は 27)を超える水準となってお り、i亡近における11金の

下落傾 1句 を考慮すると、すt金上昇率 と比較 した実質的な金利は 1.6%を上回つている。

・ 年金只イ
・
政において、積立金を活用 して賄 うべき 「純支出」のデュレーションは、

どの制度で も、り1イFの結立企 1/p運用におけるIJ〔 券運り11のデュレーション (厚生年金、

「 litイ 11金で 6イ 1lFl:度)を大幅に超えてお り、順イール ド1/D状況を考えれば、運りllの

デュレーションを1こ くすることで、運り|]利 ||]り を改善する余地がある。

《懸念
:|「

項》

。 現イビ、 日本経済は|り 1確 にデフレかを)‖ )と

'11で

きている状況で|11な く、 |)釘 |り達としてい

る賃金上昇率等が高めの設定になつている可能性がル)る 。特に、経済 liil提 のりAI楚 と

なったコブダグラス型υ)生産 1判 数の計算において、労働 ||、午|‖ lが 減少するに 1,か かわ

らず投資が続 くことが llK定 されている。経済のグローバ リゼーションが進み、新興

li者 111´ のヽ投資が1,1加 しているメリと状では、このllt定 は高めの設定になっているTl‐能1■

がある.

。 今 |口 lυ )サ 1イ

・
政見通 しでは、マクロ経済スライ |ヾ に ,kる 糸f)(ヽ 1・ 水準llllllll“ が 2012イ ll'芝から

2〔)38イ li度 lrcげ )27イ 111111fliイ li実 方Lさ オ
′しる )と 込 ,み とイミっている(,し か し、サ1枚モ衡1環に `k

る経済σ)変動は避けられないことから、2012イ li度 から2038年度 まで1/pllllにおいても、

力t気の悪 fヒ に′kリ マクロ経済スライ ドの実施の遅オしや実施できない期 |‖ lが 生 じてく

るT可
・
千七1ザ|:が ル)る 。

・ 今巨lυ )財政検liFに おける労働力率等は、御|え ば 30歳代前
｀
|た の女性イ「II己伸Iの 労働力

率が 47.7%か ら65.8(/)へ 、60歳代前半υ)り」性が 70.9%か ら|)6.6γ,へ上昇するなど、

より多くの杵が働 くことが Tl・能 となつた状ルtを想定した 「労 ll」
lll ili場への参加|が 進む

ケース」にり,tづいて,it定 されてお り、今後の状況を注意深く )́と守ってい く必要がル)

る。

・ 出Ji、 タビ亡、経済的要素の前提を変更 した場合、今回試γ:したケースにおいても、

厚生年金の標準的なイ
|三 金の所得代替率が 43.1%(「出生llt位 、経済llt位」)になるこ
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とがある。また、共済年金の最終保険料率は、国共済十地共済が 20.1%(「死亡高位」)、

私学共済が 20.7%(「出生低位」)になることがある。

○制度間の公平性について

制,II11の 公平性に 1関 しては、「基本的には、制度 |‖]で、過去の運営状況等を考慮 した上

で、同じ年金給付に対す る保険料水準にたがないこと」 とい う観点から検証を行 うこと

とし、第 6弓1に示 した方法で、各制度の保F灸料率を、 1階 。2階 。3階部分に振 り分け

て、|IJじ イ
l二企給イヽ1に対

―
り
~ろ

∫力t険お「水準を検 FII:し た。

被り|1静 イll金 |1司 度 |lllの 公｀
141サ |:11、  1‖1部分と 2‖キ枷

`分

の給 (ヽ 1・ がほ |,デ |11じ ことから、職 jl支

部分を除 く保1倹料率で
`i平

1111す ることが適当である。被用 者
・イli金 の保険お1水 準をみると、

りと||キ 月、1で li、 Jt済 イ11金 の fり iヾた比 'キヽ
D報酬が |「れ 等ヽυ)要 1人|で、 1階 11`分、 2ル1学 部分、l臓りllk

部分を除 く11`分すべてで、共済イli金 の保険 11・ 率がり'「 rl:イ 11金 を下|IJつ ている(1今 後、御槽J

度の 1カt険料 '半

'は
段階的に引き上げらオじるが、金制度がllセ 終保1倹料率に

`11達

した 2()3()イ li度

以降において ()、 11劇度 ||||で 以下の ,kう な差がrliじ てぃる.l‖支城 11∫ 分を除 く|キt険ネ:|'十tは、

将メ(に おいて、共済イ11金 |1号 のりをはほ |,ギ なく/k・ る t,の の、サ'F生 イli金 と共済イlt金 の||11の メf:は

//kろ
)と 込みで

`0)る
。 このり|:|`1、 彼川 だ

‐イli金 制度のサ材
‐
政 l11位υ)一 元化を1沼 るなどのプブ法を

1采 ら,イ いゞ同くり、 ちt(ヨこイtく づ
~こ

くヒlitl木1史|[‐Cル )る (,

1可度 |||lσ ,公 1`4イ
ザ
|:に

/)い て 11、  |力t険本十■ζをiil‐ り11-l~る 1際 にりli tヽ らオしたli汁 li打 提や制ナIIIllグ )イ ri

立

'レ

ネtυ ))上い等 1)考走iに入オして
｀
1制

"サ

i→
´
ろ∠、要がル)り 、 ′

〉後と t)り |き 糸売き1資 lれ |:し ていくこ

とが ll要 でル)ろ
`,

。 職城出
`分

を除 く保険料率は、 |1有 |口 |の サ財政 ll「 li卜 算時 (よ り厚ノ
|:イ li金 と共済イlt金 の |‖ lの

差が締|ノトしている (メわυ)、 今||||グ )サ |イ

´
J女イ食漁11・ 1財

‐
J女 IT:il・ 算■ごも、 1子 来に才,い て、 サIFJi

年金に比べ共済年金で 1ポイン トrl:度 lltく なる見込みでル)る 、′

・  1出1部分の 負1111「i、 りlに 礎イll金‖メl度 の |(、
「定客りi給 イヽ}・ 定額1処 IЦ 」 とイけ⊃ているが、

この負担を各|1制 度において料率換算した場合には|1川 度 ||||で

'fiが

生 じてお り、 1階部

分の保F灸料':iは 、りIF生年金に1ヒ ベ共済イll金 で低くなっている。

。 2階 部分の 1カt険 |1率は、li有 |IJlυ )'1イ
・
政 ||∫ 111‐ 算|||に は各 |1司 度 とt,llほ 111程度であった

が、 今II:|プ )サ 1イ 政検l訂 |:・ サ|イ

‐
政 llilil‐ 311で |よ 、1子 来において、共済イli金 に比べ|IF生 イli金 で

lltく なる)と 込みである .

12:ヽ
‐



2.今後の公的年金各制度の財政検証 口財政再計算の際の要留意 ″検討項目

○国民年金の財政の詳細な分析

平成 16年員オ政 fll・ 計算においては、マクロ経済スライ ドによる調1柊 が基礎年金と報酬比

例部分共に 2023年度までとなっていた。今回の員イ
‐
政検証 。貝

`・

政再計3)においては、共礎

イ11金のマクロ経済スライ ドの調整期 |‖ Jが 2038イ 11度 までと大‖」に延長 し、報llllltt1/7il淑

`分

の

調 1雀 は 2019年度までと短紳iし ている。このため、「,1生年金の将来の所得代替率は前Fllの

50.2(/)か ら今巨|の 50.1%へ と微減にとどまるものの、基礎イli金 湖;分 の率は前回の 28.4%

から今F:lσ )26.87)へ と低下 している。このことは、九ヽ礎イ11金 の水準についての議論につ

ながる ()の であ り、 1重 要な諭点 となる‖∫能性がル)る
(、 また、今IHIの 財政検証では、1可 1(

年 金υ)保険料納付率を 81年1と 見込んでいるが、最近の実糸liで は 6割 F,:度 とlltく 、地込み

と最近の実績∝)1用 で´
「

離が見t)れてお り、今後、保険料の米納状況がイli金財政に′ブ・える

L杉響について、 より「1笥1に 分夕「していくことが必、要である。

O共済年金における被保険者数の見通 し

共済イli金 における 2階部分の保険料率が将 輝 'Fノ 11年 金を 111HIる こととなるのは、共済

イli金 における彼 |力tl倹 者
・数の見通 しが大きく減少していること力`大きな要1/NIと なえ |)オ じる。

私学共済においては、前|口 |の サ|イ
・
政 llili「 算において 1)、 彼傷ttt κ数を学齢対

‐
象人Hυ )減少

に連 lllllし て減少する見込み としていたが、その後の実糸liは逆に増力||を 示 しているぃltた 、

1可 共済、1也 共済υ)彼保険 計数の場合 ()、 警察や |'1衛 隊の
`よ うに人目が減少 して 1)‐ 定数

ど́、要とみえしれるl戯 fttυ )彼 f力t険 計が存イ|:す ることをそえると、1=来、今IHlυ )仮定より1)

彼保1倹 者
・数が多くイrる H∫能14:がある。今 |口 |の サ|イ

‐
J女 見j亜 しは、彼1絆tl険 者

‐
数が 大きくれ支少 し

て ()対又支が均

`免

iす ることが河tさ オしているとい う
`意

1来 で|■ |力t′、1:的 なllK定 め ドで行わオ
‐
してい

る。今後、彼傷t険 者数が今|||lυ )仮定よりも多くなる||1提 にり:ヽづぃた試算 t)示 していく′∠、

要がある。

○経済変動の影響の計測

現在の財政検証・財政 ll∫ 計算は、長 ;り 1的 な経済 |1有 提について一定の数値で見込むこと

としているが、実際の経済においては、景気υ)変動がないということは そえ聰れない.

公白

`jイ

li金制度σ)サ材
・
政に大きなキ:夕響を′ブ‐えているマクロ経済スライ ドは、物 1‖ iや賃金が ド

落する力lli白 iで は働かないこととなるため、今後、九t気変動に .Lリ マクロ経済スライ ドが

働かない時期の存イli t,そ慮 した財政検証・サ財
・
政 11∫ 計

"1を

rlつ ていく必要がある。

124・



○確率的将来見通 し

前提の変更については、それぞれを別個に変えてみるだけでなく、全体が動いたとき

の財政の動きをみる必要もある。この一つの方法 として、確率的将来見通 し(Stochastic

ProjectiOn)を 作成することが考えられる。これは、各八礎率について一定の

“

:率分布

をすると考え、その確率で実現するとした試算を数多く行 うことにより、当該制度の財

政状況の将 来のあ り得る可能性 (確率)を 計算するものである。ただし、基礎率の分布

の設定や、複数の J!ヽ 礎率 |‖1の 1壼 合性、必要なシミュレーションの回数、結果の表現方法

など、今後解決すべき||ll題 点があるほか、出生率やタビ亡率のように将来的にある傾 ||:Jを

キ)つ て変化するとみえられる要素の設定方法 1)検 li、|が 必要である..さ らに、共済イli金 で

は、 11:Jll:|lυ )シ ミュレーシ
=|ン

ごとに、サ|ド

`11イ

li金ゃ111民イll金 のシミュレーシ llン で設

定さオじるり1姉謄イlt金 1処出金i11111iや マクロ糸准済スライ ドυ)数 111等 が動くた〆)、 こオしとの幣合

|ザ |:を どうづ
~ろ

かとい う||||サ趣がル)る 。

しか し、 あるFl:度 υメコ|り jレ)を し/こ _11~C()、 こυり孫:暑ζ白くjll´,()也通 しを(411,に していくこと

は、イli金 |1司 度の安定|ザ |:を 、kり liit利 ||に 検 li、1す るたy)に不‖∫欠 1/91)υ )と なっていくとそえら

れるⅢまた、マクロ経済ス‐/イ ドが働かない状況を考慮に入れたサ|イ
・
政見通 tン を作成する

上で もイlりJな
「

法と/rリ イ||る ことから、 イ)後 υ)検
1:、 |が マ41kオ じる1,
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おわ りに

我が国の公的年金制度では、前回の財政再計算時に導入 されたマクロ経済スライ ドに

より給付水4tが認J整 され、財政の均衡が保たれる見込み となつている。 しか し、近年は

経済におけるデフレ状況が続き、実際にはまだマクロ経済スライ ドが実施 されていない

状況にあり、今後の動向に留意が必要である。

政メF及び各保険者においては、今後とも人 口や経済など年金制度をllitり 巻 く状況や年

金 1刊 度に対して大きな影響を与える諸要素の動向を見守 りつつ、年金制度の在 り方につ

いて幅広く検 li・lし、公的年金制度のよリールlυ )安定性、公平4J:の 確像tと イ:i頼性の向上に

努力することを望みたい。

1士後に、今回の財政検証に当たっては、各制度所竹省、保険 F・ に _7/く の資料を14句成し

ていただくなど、大変なご協力をいただいた。 ここに感∫講|の 意を表しておきたい。
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